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序 章  問 題 の 背 景 と 課 題 の 設 定  

 

第 1 節  問 題 の 背 景  

 

 現在、産 業 革命以来の変革が起きている。モバイルテク ノ ロ ジ ー の普

及を 背 景 に、「オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム」を駆使し た 新興の ビ ジ ネ

スが、既 存 市 場 のルールや秩序 を急速な勢いで刷新 し、世界中の 経済構

造 を再編しつつある。  

 従来の資本主義社会は、有形の 生 産手段を保有 す る企業 によっ て牽引

されていた。しかし現代では、生 産手段と し て の 物 理的資産 を 所 有せ

ず、商品 ・サー ビ スや他者 の取引を オ ン ラ イ ン上で仲介し、そこから手

数料を授受す る ビ ジ ネ ス、つまり市 場 そ のもの を提供す る ビ ジ ネ スであ

る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ スが経済の中心になりつつある。

概 念 図 を 図 序 −1 に示し た。  

  

プラット
フォーム

図序ー1 オンラインプラットフォームの概念図

資料：経済産業省(2019)を参考に筆者作成。
注：矢印（黒）は財のやり取り、矢印（白）は金銭の流れを表す。

プラット
フォーム

供給サイド 需要サイド
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時価 総 額で世界最大級の企業である Apple、 Alphabet（ Google）、

Amazon、 Facebook、テン セ ン ト、アリババはいずれもプ ラ ッ ト フ ォ ー ム

ビ ジ ネ ス を 展 開 し ている。 GAFAM（ Google、 Amazon、 Facebook、 Apple、

Microsoft） の時価 総 額は 9 兆米ドルと米国株式 市 場 の 22%に相当し、

日本 プ ラ イ ム 市 場全体 の 総企業 価値よりも大きい。具体的な事 業 と し

て、 Apple はスマー ト フ ォ ン ア プリの プ ラ ッ ト フ ォ ー ムである Appstore

から年間１兆円を 売り上げている。図書の 通 販サイ トからスター ト し た

Amazon も、いまでは様々な業 者からの出品 を受け 入れ、自社では在庫

を抱えない Amazon マーケッ ト プレイ スへと 小 売 ビ ジ ネ ス の中心を転換

し ている。加えて、 Uber や Grab といっ た 新興オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ

ー ム企業 の プレゼン スは年々上昇し て おり、企業 価値 10 億ドル超で未

上場 の スター ト ア ッ プ企業である「ユニコ ー ン企業」の半分以上を、こ

ういっ た プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ スが占めている。  

オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と呼ばれるこうし た 事 業形態は、広範

囲へスマー ト デバイ スが普及し、ほぼ全て の 人 類がイ ンター ネ ッ ト に常

時同時接続されたこと によっ て社会全体 に影響を及ぼす ビ ジ ネ ス と し て

展 開 しつつある。スマー ト フ ォ ン普及以前は地理的・社会的・ 経済的に

結びつきがなかっ た 人々や商品が、デ ジタル市 場 に 大量に参入 し、オ ン

ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 通じた需要と供給のマッチン グがシー ムレス

に 可 能 になっ た。加えて、デ ジタル技術によっ て商品やサー ビ スは従来

よりも細分化された取引単位でも取引可 能 となり、企業ではなく個人で

あっ た と し ても取引成 立 の 可 能 性が格段に高まっ ている。  

また、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、従来の イ ンター ネ ッ ト 通

販、 E コマー ス の 利点も含有 し ている。物 理的に相対 し て取引を行う必

要がなく、地理的に遠く離れた 人々と商取引が可 能である。消費者は蓄

積し たレーティ ン グやレビュー を参照す ることもできる。これら従来の

利点に加えて、テッ ク企業 と し て の ノウハウやリソー ス を保有 し ている

オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、 LINE や各社 SNS などに代表される メ

ガア プリと の連携を 用いて 様々な個人情報を保有 し ている上、決済サー

ビ ス を 通じて 金融市 場 ともリン ク し ている。ビ ッ グ デ ータアナリティ ク

ス を 用いた AI 需要予測、 AI レコ メ ンド、ダイナミ ッ ク プ ラ イシン グな

ど、日々進歩す る最先端のマーケティ ン グ技術を最大 限活用 す ることが

できる。  

このように、企業 ・消費者 ともに オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムから

享受できる 利点は大きく、個々人 の 経済合 理 性 に基づきながら、こうい

っ た ビ ジ ネ ス の普及・拡大が続いている。またこれらの ICT・マーケテ
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ィ ン グ技術は日進月歩の世界であり、非連続的イ ノベーション によっ て

更なる 生 産 性向上すら期待される。今 後もオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

が包 括 す る範囲の拡大、すなわち、あらゆる 市 場 そ のもの の デ ジタル化

が進行し ていくことは疑問 の余地がない。  

しかしながら、この オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を巡っ ては、①寡

占リス ク、②市 場ガバナン ス、③プ ラ イバシー侵害やセキュリティ の 問

題などが課 題 と し て指摘され、現時点では未解決の 問 題も多い（モザ

ド・ ジョンソン ,2018）。  

 第 1 に、高い寡占化リス ク と そ の弊害である (川上 ,2020;土

田 ,2019)。オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 市 場は、そ の 構 造上、ス イ ッチ

ン グ コ ス トが大きく、顧客の乗り換えを強く制約す る。これはロ ッ ク イ

ン 効 果 と呼称される。特 に一定以上のシェア を確立 し た オ ン ラ イ ン プ ラ

ッ ト フ ォ ー ムは、市 場参加者 に 対 し て、手数料の引き上げや競合 オ ン ラ

イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 利 用禁止を 実質的に強要できる (林 ,2019)。こ

れは不正競争防止法や独占禁止法に抵触す る 可 能 性があり、営 利 目的の

民間企業が市 場 そ のもの を提供す ること による 構 造的な弊害である。  

 第 2 に、市 場ガバナン ス の困難性である。世界中の誰もが国境を超え

て取引を行うことができる ため、市 場への参入障壁が低く、各 種 の 問 題

が発 生 しやすい構 造 にある （木下 ,2020）。具体的には、過剰供給による

廉売や、盗品や偽物 の 販 売行為、詐欺などの不法行為の温床になるリス

クがある。そ の ため、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 者はシステム の悪用があれ

ば継続的に ア ッ プ デ ー トで対抗す る という、いたちごっこを常に繰り返

し ている。そ の一方で、市 場 の規制強化は顧客離れを招く可 能 性があ

り、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 者 には、収益性 の 観点から規制 をあえて緩め

るようなイ ン セ ンティブが存 在 す る。実際に、ユ ー ザ ー による商標権侵

害や強制 労 働 すら黙認す る 事 業 者も一部存 在 し、不正競争行為によっ て

競合 の 事 業 者 のみならず業 界全体が損失を被る (ELLE,2023)。  

 第 3 に、プ ラ イバシー侵害などの セキュリティ 問 題である。オ ン ラ イ

ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 利 用 す る際、ユ ー ザ ーは自身の個人情報の 入 力 を

求められ、個人情報の取り扱いに関す る同意書にサイ ン す ることが一般

的である。これらの個人情報はオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム間で共有 さ

れ、デ ータアナリシス に活用 される。個々人 の居住地、家族構 成や年

収、学 歴など、様々な個人情報を企業 に委託す ること のリス ク につい

て、消費者 の多くは自覚がない。様々なビ ッ グ デ ータと組み合わせるこ

とで、政治思想や性的嗜好などセ ンシティブな情報を高い精度で予測す

ることも可 能である （岡田 ,2019)。このような極めて秘匿性 の高いデ ー
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タの取り扱いは慎重に行われるべきであるが、ロシア政府によるサイバ

ー攻撃によっ て、米大統領選の結果 にも影響を与えたことが指摘される

など、社会的に多大な影響を及ぼす 場 合もある。  

このように多くの未解決の 課 題があり、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー

ム のあり方を巡っ て、社会的なコ ン セ ンサスが成 立 し ている とは言い難

い (北島ら ,2020;森 ,2020;白石 ,2017)。この地球規模の デ ジタルへの転

換は、「デ ータ植民地主義」、「デ ジタル化の条件」、「プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

社会」、「デ ータ革命」と 様々に 特 徴づけられたもの について の膨大な批

判的論評を引き起こし ている （ Cloudry,2015;Cloudry et 

al,2015;Couldry and Mejias,2019;Kitchin,2014;Stalder,2017;ア ン ト

ニオ ス ,2020;由布 ,2020）。  

国 内 に おいても、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の そ の 市 場 成長やそれに併せて

生じる 新 たなト ラブルの 発 生 に 対 応 し て競争政策、消費者政策、振興政

策、調整政策それぞれの 領 域で、法改正を含めた 対 応が続いている （ 経

済産 業省 ,2020;2022a;経済産 業省 ,2019;デ ジタル庁 ,2022;丸

山 ,2021;2023）。独占による 市 場 の失敗を防止す る という観点からの プ

ラ ッ ト フ ォ ー ム規制 に一定 の 合 理 性はあるもの の、過度な規制は情報通

信技術に関す る技術革 新 の芽を摘むだけでなく、中小企業や消費者、国

内 外 市 場への ア ク セ ス 性 を 大きく毀損す る ため、合 理 性 を欠く（丸

山 ,2022）。規制 と競争という相反す る 視点から、国 と し てどのように 市

場 を 整備し ていくべきか、談論風発 の議論が行われている （伊神 ,2019;

岩本 ,2020;鈴木 ,2021;山口 ,2023）。  

このように、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 経済には功罪の両面があ

る。市 場は黎明期 に混乱す る と言われるように、この 新興市 場は現在、

そ のありようを巡っ て社会的な議論 と それに基づく規制強化や調整 の只

中にある。利便性 と安全性 を両立 し た適切なプ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 構築と

それを 通じた社会経済への「埋め込み」は、社会に お け る喫緊の 課 題 の

一つである とも言える。  

こうし た プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ ス の影響は、我が国 の 農 業 市 場も

例 外ではない。周知の 通り、農 業 市 場は農 産 物 市 場 ・ 農 業 労 働 市 場 ・ 農

業 生 産財市 場 ・ 農 業 金融市 場 ・ 農地市 場 の ５つの セ クター に 大 別 される

が、そ の中でも農 産 物 市 場及び農 業 労 働 市 場、農 業 金融市 場 に おいて デ

ジタル化（ Digital Transformation。以下、 DX） の傾向は顕著である。  

農 産 物 の イ ンター ネ ッ ト 通 販は 2000 年代ごろから発 展 し、ネ ッ ト ス

ーパー と し て 小 売 業から個人顧客への 販 売、 BtoC 販 売 の形態 を と っ て

きた。これが現在、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に置換されようと し て
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きている。現在、国 内 EC 流 通 の主流である楽天市 場や Amazon は、自身

が商品 在庫を保有 しないオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムであっ て、従来の

小 売商業資本ではない。また、我が国 には独自 に ふ る さ と 納 税 という農

産 物 の イ ンター ネ ッ ト 販 売チャネルが存 在 し、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ

ー ム を介し て 流 通 す る 金 額は年間 1 兆円にも届こうと し ている。さらに

は、農 産 物 市 場 に お け る 産地直送取引、すなわち従来道 の駅や直 売 所が

担っ てきた 農 業 生 産 者から消費者への 直接販 売 の 領 域 にも、直 販 を専門

に取り扱うオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが複数参入 し、新 たな市 場 を 開

拓し ている。  

農 業 労 働 市 場 に おいては、短期 の 農 業 求 人 を専門に取り扱うオ ン ラ

イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが登場 し、取扱求 人数を急速に増やし ている。農

作業 領 域 に完全に 特化し たものもあれば、リクルー ト、タイ ミ ー、マイ

ナビ、 Indeed など人材大手の オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム にも、農 業

分野の 求 人広告が掲載され始めている。こうし た オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ

ォ ー ムが、ハロ ー ワ ー クや農協職員による紹介、地域密着 のシルバー 人

材セ ンター といっ た組織がかつて担っ てきた 人材紹介機 能 を代替しつつ

ある。  

農 業 生 産財市 場及び農地市 場 については、各 領 域 を専門と し て取り

扱うオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムこそ登場 し ていない。しかし、メルカ

リやヤフ ー オ ー クション上で販 売 される 農薬や農 業 機械などが少量なが

ら存 在 す る上、農 業 者からの需要を汲み取っ た 農 業 経 営支援サー ビ スが

次々ロ ー ンチされ始めて おり、農 業 生 産財の 流 通 ・ 在庫管 理 の 合 理化に

与し ている。こうし た 農 業 生 産財市 場 の DX と並行し て、 JA バン ク の ネ

ッ トバンキン グ化、会計管 理系 SaaS（注： Software as a Service） の

農 業簿記対 応など、農 業 金融市 場 の デ ジタル化は着々と進行し ている。  

このように、農 業 市 場 のうち、特 に 農 産 物 市 場、農 業 労 働 市 場及び

農 業 金融市 場 の デ ジタル化が進行し ている と言える。世界中のあらゆる

業 種や業 界 を鑑みても、デ ジタルによる 効 率化・省力化は不可逆的な進

歩であっ て、こうし た トレンドが今 後も続いていくことは疑いの余地が

ない。しかしながら、デ ジタル技術の進歩と 農 業 の関係性 について 論じ

た 研 究は国 内 外 にも極めて少なく（ Lewis,2020）、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム の 観点から農 業 市 場 を 分 析 す る必要性がある。  
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第 ２ 節  既 存 研 究 の 整 理 と 限 界  

 

 先述の 通り、農 業 市 場は農 産 物 市 場 ・ 農 業 労 働 市 場 ・ 農 業 生 産財市

場 ・ 農 業 金融市 場 ・ 農地市 場 の ５つの セ クター に 大 別 される。以下、我

が国 の 各 セ クター に お け る デ ジタル領 域、さらに オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ

ォ ー ム、 DX に焦点を当て た 研 究 を順に 概 観 し ていく。  

農 業 市 場 に参入 し た オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に 着 目 し た 研 究は

管見の 限り極めて少ない。分 析 領 域が一部重複し て おり蓄積が進んでい

る のは、先述の 通りイ ンター ネ ッ ト 通信販 売 （以下、 E コマー ス ） を取

り扱っ たものである。  

我が国 に お け る 農 産 物 の E コマー ス 研 究は、国 内 の イ ンター ネ ッ ト

黎明期である 2000 年ごろ、生 産 者から消費者への 直接販 売 に関す る 研

究からスター ト し た。自社ホー ムペー ジから農 産 物 を 販 売 す る 生 産 者 の

多くは販 売不振に陥っ て おり（斉藤・平泉 ,2003）普及期 を超えた現在

に おいても売上・収益の増加に結びつきにくいことも指摘されている

（池田 ,2010a;2011a;2011b;伊藤 ,2018）。  

売上不振に陥る要因と し て、 E コマー ス を 通じた 農 産 物 販 売は構 造的

な課 題 を抱えている。伝統的な農協委託販 売や卸売 市 場出荷と異なり、

需要量が不安定かつ少ロ ッ トであり、需要に 応じた 生 産調整が難しい上

に規模拡大 の恩恵も受けられない。改めて指摘す るまでもなく、農 産 物

は気候の影響を受け て収量が大きく変動す る ため、スポッ ト的な出荷に

は適さない。こうし た需給調整 問 題 に 対 し て、仕入れ元の栽培計画にも

携わり安定調整 を 図 る ネ ッ ト ス ーパー （ 今 井 ,2015） 産消提携を掲げる

宅配企業 と提携し欠品時は代替品 を調達す るシステム を 構築し た加工品

通 販 業 者 （堀内 ,2019）、卸売 市 場 に調達機 能 を委託す る 生協（野見

山 ,2005）、多段階の 流 通システム を 構築し て供給量を調整 す る E コマー

ス 事 業 者 （末永 ,2022）など、複数の 生 産 者 を取りまとめる 業 者が介在

し、供給を安定化させる 様々な方策がとられている。  

このように、 E コマー スチャネルに お け る 流 通形態 に 着 目 し た 研 究こ

そ蓄積があるもの の、これら販 売 機 能 を担う業 者は、そ の 事 業 実 態 に関

わらず「ネ ッ ト ス ーパー」や「イ ンター ネ ッ ト 通 販」と し て一元化し て

分 析 され（伊藤 ,2018;末永 ,2022;王・ 大島， 2021）、農 産 物 を仕入れて

販 売 す る 小 売商業資本や、加工まで自社で行う製 造 業資本 と、自身は生

産 設備を保有せずに デ ジタル上で取引を仲介す る のみである オ ン ラ イ ン

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム とが区別 されてこなかっ た。そ の ため、オ ン ラ イ ン プ
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ラ ッ ト フ ォ ー ム の 存 在が市 場 に与える影響を明らかに し ていない。  

以上、既 存 研 究は、 E コマー ス を単純な販 売チャネルの一つと し て捉

え、生 産 者 の 販 売チャネル選択や流 通形態 に のみ着 目 し てきた。オ ン ラ

イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 特 性や戦 略 に注目 し て おらず、オ ン ラ イ ン プ ラ

ッ ト フ ォ ー ム と それ以外 と を区別 しないまま、この オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム 特 有 の 機 能 を見逃し て しまっ ている一点に おいて 大きな課 題が

ある。  

このように 研 究蓄積が豊富な農 産 物 市 場 に 対 し、農 業 労 働 市 場 の デ

ジタル化に関し ては研 究報告数自 体が少ない。我が国では、農 業 を含む

一次産 業 に おいて 外 国 人技能 実習生 を 用いた 労 働 力補充が行われてきた

歴 史的背 景があり、デ ジタル化による 生 産 性向上施策が図られてこなか

っ た。しかしながら、これまで重用 されてきた 外 国 人技能 実習制 度は運

用 実 態 に 問 題があり、人権侵害である という国連からの非難を受け て

2024 年 を 目処に廃止が検討されている。一旦の代替措置と し て 2019 年

より特 定技能 制 度が創設 された。しかし、一次・二次産 業 の単純作業 の

みに 対象領 域が限られていた技能 実習制 度 と比較し て、特 定技能 制 度 に

おいては介護や宿泊など「国 内で人材を確保す ることが特 に難しい分

野」への就労が解放された。加えて、国 内 の平均賃金が 20 年以上低迷

し て おり、今 後急速な労 働 人口の減少に 直面す る日本 に 対 し て周辺諸国

の 経済発 展が進む中、出稼ぎ先と し て の日本 の魅力は相対的に低下し て

いくため、外 国 人 労 働 力 の獲得競争は今 後 さらに激化す るもの と思われ

る。  

農 業 に関す る慢性的な雇用 労 働 力不足問 題 に 対 し ては、人口減少の

先進地である 北 海 道 に おいて、全国 に先んじて 様々な施策が試みられて

きた。規模化と過疎化が同時に進行し た 北 海 道 農 業では、農家の 自助努

力 のみによっ て 労 働 力需要を充填す ることはすでに叶わず、農協や町役

場 といっ た 機関が需給接合 の 機 能 を担っ ている （泉谷 ,1997;今

野 ,2014）。泉谷 (1997)はこうし た地域調整 を「農 業 労 働 者 を地域 労 働 市

場から調達し、複数の 農作業 を組み合わせることで就業 期間を長期化・

連続化し、それぞれの 農作業へ雇用 労 働 力 を 分配す る活動」と 定 義 し

た。農作業 に 特化し た派遣事 業 者 による 労 働 力 分配システム の 構築や

（高畑 ,2017;2018）、建設 業 に従事 す る ト ラ クター 有免許者 のシェアリ

ン グ を試みる地域ぐるみの取り組み（ 今野 ,2013）など、官民協働で労

働 力不足問 題 に取り組む先行事 例が蓄積し ている。しかし、これらの 事

例は、農村周辺部に元々存 在 す る 限られた 求 職 者 をどのように 分配す る

か、という一点に腐心し て おり、そもそもの 労 働 力供給量を増やそうと
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いう視点が欠け ている。農村部の更なる高齢化・ 人口減少が確実 し され

ている中で、今 後も持続可 能な施策とは言えない。地域 外 の潜在的なニ

ーズをどのように 発見し 農 業 にどのように接合 す るか、また社会全体 の

遊休資源をどのように 発掘し、生 産活動に活用 し ていくかという発想

が、今 後 の 農 業 力不足問 題 の解決に 求められる考え方である と言える。  

以上、今 後も雇用 労 働 力不足問 題は逼迫し た 状 況が続くように予測

され、生 産基盤の維持が図られる中で、今 後 生 産 性向上の必要性が増し

ていく領 域である。実際に 2020 年、新型コ ロナウイルス感染症

（ COVID-19） の 流行と 外 国 人 入 国規制 を受け て、農作業 求 人 を専門と し

て取り扱うオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム daywork が、国 内屈指の 農 業地

帯である十勝管 内で初めて 本 格的に 展 開 し た。この 事象を 分 析 し た 研 究

と し ては井上・脇谷 (2023)があるが、地域 内 労 働 力 の差配に議論が終始

し て おり、サー ビ ス を提供す る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ーマー に 着 目 し

て おらず、市 場 構 造 の 限 定的な部分 しか明らかに し ていない。このよう

に、研 究蓄積こそあるもの の、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の重要性が

勘案されていない点に 大きな課 題がある。  

農 業 生 産財市 場 に おいては、デ ジタル化の進行が現時点で比較的遅

れて おり、研 究 の蓄積も少ない。しかしながら、昨今 の 農 業 労 働 力不足

問 題や過疎化といっ た 農 業危機 に 対 応 す る ためのソリューション と し

て、少しずつであるが DX の萌芽が芽吹き始めている。具体的な事 例 と

し ては、農作業進捗・ 農 業資材管 理 業務を軽減す る ICT プ ラ ッ ト フ ォ ー

ム （ 今 井 ,2018）が複数存 在 し ている （ CropScope、ア グリハブなど）。

これらは生 産 管 理 デ ータを デ ジタル化し蓄積す ることで、需要予測やオ

ン ラ イ ン注文 を 可 能 に し、農 業 生 産財流 通 の 合 理化に与す ること を 目的

と し ている。圃場 の セ ンサーから得られる セ ンシン グ デ ータと連携し、

全国 各地の 営 農 デ ータが蓄積す ること によっ て、これまで明文化されな

いまま、継承されてこなかっ た 営 農技術が定量的に取り扱えるようにな

り、国 内 の 農 業技術の向上に貢献す る と 期待されている。  

農 業 金融市 場でも、これまでデ ジタル化はさほど進んでこなかっ

た。第二次安倍政権主導 の低金 利政策下に おいて貸付競争が加速し た

2013 年以後、都市銀行の 農 業 金融市 場への参入が相次いだもの の、農

業関連貸付資金 （政府貸付金 を除く） に おいて JA バン クが占めるシェ

アは６ 割以上といまだ高い。しかしながら顧客獲得競争に晒されること

で JA バン クは、 2019 年よりネ ッ トバンキン グ （ オ ン ラ イ ンバンキン グ

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ） に 対 応 し た。これによっ て、顧客はそ の都度店舗に

まで赴く必要がなく、残高紹介、振込・振替、定 期貯金取引、ロ ー ン の
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繰り上げ返済などの 金融取引を スマー ト フ ォ ン ア プリ上で完結させるこ

とができる。競争原理 によっ て、顧客の 利便性が向上し た と評価できる

好例である。また日本政策金融庫もこうし た トレンドに追随し、補助

金 ・交付金申請を オ ン ラ イ ンで行うことができる eMAFF(農林水産省共

通申請サー ビ ス )と 農 業 者 の口座及び金融信用情報を連携させ、シー ム

レスかつペーパーレスな農 業支援が可 能 になるように 整備を進めるな

ど、農 業 金融市 場全体 の DX 化が進行し ている と言える。  

それに 対 し て、農地市 場は、公益財団法人 農地中間管 理 機 構主導 に

よる取引仲介が行われているが、後述す るように 農地の集積・集約化は

未だ道半ばである。こうし た 状 況 に 対 し て、国 内 農地の デ ータベー ス化

によっ て得られる 経済的利潤を検討し た 研 究 と し て若杉 (2023)がある。

若杉は、国が提供す る地理 デ ータや農 業 農村整備事 業システム、 eMAFF

農地ナビなどが一元的なデ ータと し て 管 理がされていないこと を指摘

し、これらの ア ク セ ス 性 を向上させれば、営 農活動・ 農地の維持管 理 の

両面から恩恵が大きいと指摘し た。農地市 場 の 流動化が進めば、農地集

積が進行し 生 産 効 率 を向上させること に 直結す る。先述の 通り、 DX に

よる 課 題解決が見込まれる 領 域である ため、当該分野の 研 究も並行し て

進むことが予想される。  

以上を 総 括 す る と、以下のようになる。農 産 物 市 場 に おいては、 E コ

マー スチャネルの 発達は分 析 されてきたもの の、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ

ォ ー ム というビ ジ ネ スモデルに 着 目 し た 研 究が少なく、農 業 市 場 に お け

る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 特 有 の 機 能や限 界がそれと し て 分 析 され

てこなかっ た。農 業 労 働 市 場 に おいても、市 場 を提供す る オ ン ラ イ ン プ

ラ ッ ト フ ォ ー ム に 着 目 し た 研 究がなく、分 析が不十分である。農 業 生 産

財市 場、農地市 場 については、研 究 対象の蓄積が未だ少なく分 析が進ん

でいないが、農 業 を取り巻く経済環境からの要請によっ て、農 業 金融市

場同様 に 今 後急速なデ ジタル化が予想され、今 後 新 たな研 究が期待され

る 分野である。  
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第 ３ 節  課 題 の 設 定 と 分 析 視 角  

 

1.  課 題 の 設 定  

 

本 研 究 の 課 題は、農 産 物 および農 業 労 働 市 場 に 存 在 す る オ ン ラ イ ン

プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが果 た す 機 能 と 限 界 を明らかに す ることである。  

後述す るように、農 業危機への 対 応 と し て オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ

ー ム による解決が模索されてきたもの の、未だ日本 農 業は多くの 問 題

を抱えて おり、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが現在 果 た し ている貢献

は限 定的である。そ の ため、農 業 市 場 に おいて オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ

ォ ー ムが持つ機 能 と 限 界 を解明す る必要がある。中でも、参入 事 例が

蓄積し て おり、農 業 金融・ 農 業 生 産 市 場 ・ 農地領 域 と比較し て デ ジタ

ル化が先行し ている 領 域である 農 産 物 市 場 および農 業 労 働 市 場 を 分 析

対象と す る。  

 

2.  分 析 視 角  

 

本 研 究では、様々な領 域 を 包 括 す る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の

うち、ユ ー ザ ー間の商取引を仲介す る基盤である「取引プ ラ ッ ト フ ォ ー

ム」（ ク スマノら ,2022） のみを 分 析 対象と し、「多数の 事 業 者間と ユ ー

ザ ー間を オ ン ラ イ ン上で仲介し、電子商取引やそ の他の財・サー ビ ス の

提供に必要となる基盤的機 能」と 定 義 す る。このモデルでは、プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム 自 体が商品やサー ビ ス を 直接生 産 す る のではなく、参加者 （ ユ

ー ザ ーや第三者 のサー ビ ス提供者など）が生 産活動を行い、そ の結果 と

し て 生 成 される 価値の一部を、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を提供す る プ ラ ッ ト フ

ォ ーマーが獲得す る。  

以下、さらなる フレー ム を示すこと と す る。  

 

１ −１  農 業 労 働 市 場  

１ −１ −１  農作業短期 求 人仲介プ ラ ッ ト フ ォ ー ム  

  短期 の 農 業 求 人 のみを専門に取り扱うオ ン ラ イ ン プ ラ ッ

ト フ ォ ー ム、 1 日農 業 ア プリ daywork を 分 析 対象と す る。特

に、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが果 た す 機 能 に 着 目 し、農 業

労 働 市 場 に お け る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 機 能 と 限 界 を

明らかに す る。  
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１ −２  農 産 物 市 場  

 １ −２ −１  ふ る さ と 納 税ポータルサイ ト  

 自 治 体 と消費者 の取引（ BtoC 取引）が行われる、概算

1,500 億円規模の 農 産 物 EC 市 場 となっ ている ふ る さ と 納 税 を

分 析 対象と す る。特 に、供給を担う自 治 体 の 運 用 実 態 に 着 目

し、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが担っ ている取引仲介機 能以

外 の役割 を明らかに す る。  

 

 １ −２ −２  産 直 EC プ ラ ッ ト フ ォ ー ム  

  農 産 物 の電子直接取引市 場、いわゆる 産 直 EC を専門と し

た オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 領 域 を 分 析 対象と す る。特 に、

サー ビ ス を 利 用 す る側の 生 産 者 の 経 営 戦 略 に 対 し て、オ ン ラ イ

ン プ ラ ッ ト フ ォ ーマーが与えている影響を明らかに し、同時に

我が国 の 農 産 物 市 場 に おいて プ ラ ッ ト フ ォ ーマーが直面す る障

壁を明らかに す る。  

 

  



 18 

 

第 ４ 節  論 文 構 成  

 

まず、第 １ 章では、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 概 念 を改めて 整

理 し た上で、そ の 包 括 領 域 を明らかに し、先行事 例 を確認す る。第 ２ 章

では、我が国 の 農 産 物 市 場及び農 業 労 働 市 場が置かれている 状 況 を 概 観

し た上で、農 業 領 域 に お け る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の位置付け を

明らかに す る。  

そ の 後 の 第 ３ 章では、農 業 労 働 市 場 を 分 析 領 域 と し、農 業 労 働 市 場

の デ ジタル化の障壁及び解決策を明らかに す る。第 ４ 章及び第 ５ 章で

は、「ふ る さ と 納 税 市 場」と「産 直 EC 市 場」という構 造 の異なる ２ 種 類

の 農 産 物 市 場 を 分 析 領 域 と し、農 産 物 市 場 に 展 開 す る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ

ト フ ォ ーマー の 機 能 と 限 界 を明らかに す る。最後 に終章 に て、上記内容

を 総 括 し、結論 と 展 望 を述べる。論 文 の 構 成 を 図 序 -2 に示し た。  

本稿では、分 析 領 域 に関連す る IT 事 業 者、生 産 者、農協、自 治 体 に

調査を依頼し、協力が得られた 事 業主体への聞き取り調査に基づき分 析

を行っ た。調査対象先の選定方法の詳細は各 章で述べる。  
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図序ー2 論文の構成

序章：問題の背景と課題の設定

第３章：農業労働市場へのオ
ンラインプラットフォーマー

の参入とギグエコノミーの存

立条件

第２章：農産物および農業労働力の市場問題とオ
ンラインプラットフォームの可能性

第５章：「産直EC」オンライ
ンプラットフォームにおける

農業生産者の価格戦略の特徴

第４章：ふるさと納税オンラ
インプラットフォームにおけ

る農産物のサプライチェーン

構造と返礼品価格の形成過程

終章：総括と展望

資料：筆者作成。

農産物市場領域農業労働市場領域
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第 １ 章  オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 概 念 と ビ ジ ネ ス 展 開  

 

第 １ 節  本 章 の 課 題  

 

 本 章 の 課 題は、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 概 念 を 整 理 し、そ の 革

新 性 と ビ ジ ネ ス 展 開 の現状 を示すことである。  

 

第 ２ 節  オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 概 念 整 理 と 包 括 領 域  

 

 先述の 通り、本 研 究 に お け る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 定 義は

「多数の 事 業 者間と ユ ー ザ ー間を オ ン ラ イ ン上で仲介し、電子商取引や

そ の他の財・サー ビ ス の提供に必要となる基盤的機 能」と す る。  

しかし一般に オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは様々な領 域 を 包 括 す る

多義的な概 念である ため、本 節及び３ 節では先行研 究 を 整 理 す ること

で、そ の 革 新 性 を明らかに す る。  

これまでの政府文書などに お け る、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の

定 義 の具体 例 と し ては、「複数の ネ ッ ト ワ ー ク ・端末をシー ムレス につ

なげ、様々なア プリケーション を提供しやすくす る ための共通基盤」

（ ユ ビキタス ネ ッ ト社会に お け る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 機 能 の 在り方に関す

る 研 究会 ,2005）、「物 理的な電気通信設備と連携し て多数の 事 業 者間又

は事 業 者 と多数の ユ ー ザ ー間を仲介し、コ ンテンツ配信、電子商取引、

公的サー ビ ス提供そ の他の情報の 流 通 の円滑化及び安全性 ・ 利便性 の向

上を 実現す るサー ビ ス」（ 通信・放送の 総 合的な法体系に関す る 研 究

会 ,2007）、「通信レイヤー上でコ ンテンツ・ ア プリケーション を円滑に

流 通 させる 機 能」（ 通信プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 研 究会 ,2009）、「ＩＣＴネ ッ ト

ワ ー ク、とりわけ イ ンター ネ ッ ト に おいて、多数の 事 業 者間ないし多数

の 事 業 者 と ユ ー ザ ー間を仲介し、電子商取引やア プリ・ コ ンテンツ配信

そ の他の財・サー ビ ス の提供に必要となる基盤的機 能」（情報通信白

書 ,2012）」などの表現がされている。  

 このように、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 概 念は、時代の変遷に併

せて常に 流動し て おり、一意 に 定まらない。それどころか、今 後技術進

歩が進めば、プ ラ ッ ト フ ォ ー ムサー ビ ス の多様化や事 業 領 域 の拡大 によ

っ て、定 義はより困難になることが予想される （ プ ラ ッ ト フ ォ ー ムサー

ビ ス に関す る 研 究会事務局 ,2018）。  

実際に、 EU 文書 (2020)（「欧州の ための オ ン ラ イ ン ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー

ム及びデ ジタル単一市 場 の 機会及び挑戦」） に おいては、統括 す る 定 義
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を行わず、オ ン ラ イ ン ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の具体 例 と共通 す る 特 徴 のみ

を示し ている。具体 例 と し て、オ ン ラ イ ン広告、検索エ ン ジ ン、ソーシ

ャルメ デ ィ ア、ア プリケーション配信プ ラ ッ ト フ ォ ー ム、通信サー ビ ス

などが該当し、そ の 特 徴 と し て  (1)大規模なデ ータの収集、処理、編

集により新 たなビ ジ ネ ス を創出し、新 たな市 場 を作り上げる 能 力 を 有 す

る。 (2)多面市 場で事 業 を行うが、各 市 場 に お け る コ ン ト ロ ールの 程 度

は様々である。 (3)「ネ ッ ト ワ ー ク 効 果」による便益を受け る。 (4)情報

通信技術を 利 用 し、瞬時かつ容易に 利 用 者 に到達す る。 (5)デ ータ収集

等の重要価値の 利 用、戦 略的依存 の 構築等で、デ ジタル分野の 価値創出

に おいて重要な役割 を担う。  以上５点が挙げられている。  

 

第 ３ 節  オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ ス の 特 徴 と 革 新 性  

 

 このように複雑な概 念 を 包 括 す る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムである

が、そ の 構 成要素と し て、以下の ４点が指摘されている （パーカ

ー ,2018;ク スマノら ,2020）。  

 第 1 に、ネ ッ ト ワ ー ク 効 果である。プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に お け る ユ ー ザ

ー数の増加は、新規参加者 およびサー ビ ス提供者 に と っ て そ の プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム の魅力 を高める と される。この現象は「ネ ッ ト ワ ー ク 効 果」と

し て知られ、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 価値が参加者 の数量およびそ の活動量

に比例 し て増大 す る 特 性 を持つ。概 念 図 を 図 １―１ に示し た。この 効 果

は、競合他社に 対 し て、先行者 利益と し て蓄積す る (田口 ,2019)。  
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図１−１ ネットワーク効果の概念図

４人 ８人

ユーザーが増えるほど接続数が増加し、ネットワークの
価値が増大する

（ユーザー数をnとしたとき、接続数=(n(n-1))/2 )

資料：メトカーフ理論に基づいて筆者作成。
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 第 2 に、相互依存 性である。プ ラ ッ ト フ ォ ー ム上では生 産 者 と消費者

が直接的に相互作用 を持つことから、一方の行動が他方に 対 し て影響を

及ぼす。この相互依存 性がプ ラ ッ ト フ ォ ー ム の エ コシステム 1を形成 す

る。   

 第 3 に、スケー ラ ビリティである。従来型の ビ ジ ネ スモデルと比較し

て、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ スは高いスケー ラ ビリティ を持っ ている。

生 産 設備や資産 を保有 す ることなく、社会に 存 在 し ていた遊休資産 を活

用 す ることで、プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは価値を 生 産 す る。この先進的な技術

の採用 により、ト ラ ン ザ クション コ ス トが削減され、新 市 場への参入 ・

拡大が容易に 実現できる。   

 第 4 に、デ ータの収集および活用である。プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、ユ ー

ザ ー の行動パター ンや傾向に関す る広範なデ ータを収集す る 能 力 を持

つ。このようなデ ータは、サー ビ ス のカスタマイズ、ターゲッ ト となる

広告の最適化、新 たなビ ジ ネ ス 機会の探求 といっ た多岐にわた る 用途で

の活用が可 能である。  

このように プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、ユ ー ザ ー同士が相互に イ ンタラ ク

ション を行うこと により、価値を 新 た に創造 す ることができる。オ ー プ

ンな参加型の イ ン フ ラ を提供す る と ともに、市 場 の失敗を防止す る た

め、利 用規則や行動指針といっ たガバナン ス を 整え、そ のツールと し

て、ア ーキテクチャ 2を 用い、市 場 の イ ン セ ンティブ設計を工夫す る。  

全体的な目的は、ユ ー ザ ー間で完璧なマッチン グ を行い、製 品やサ

ー ビ ス、社会的通貨を交換しやすくす ることで、価値を創造 す る。デ ジ

タル技術によっ て、商取引から時間と空間の障壁を取り除くことで、従

来以上に正確かつスピー デ ィ ーかつ簡単に 生 産 者 と消費者 をつなぐこと

ができる。  

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ ス の台頭以前、従来の企業が採用 し てきた

ビ ジ ネ ス の方式は、直線的なバリューチェー ンであっ た。モノやサー ビ

 
1  IT 業 界では、互いに独立 し た企業や事 業、製 品、サー ビ スなどが相

互に依存 しあっ て一つの ビ ジ ネ ス環境を 構 成 す る社会構 造 を 生 物 の 生 態

系になぞらえてこのように呼ぶ。  

2  プ ロ グ ラ ミ ン グ コ ードのこと を指す。顧客の情報や行動を適切に評価

できるよう設計されたソフ トウェア プ ロ グ ラ ミ ン グは、プ ラ ッ ト フ ォ ー

ム の 利便性 を高め、新規顧客を誘引し顧客離れを防止す る。  
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スは生 産 者から、卸売 業 者などの中間流 通 を 通じて段階的に調整 され、

消費者へと 価値が移転されていくビ ジ ネ スモデルである。  

対 し て、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム上では、ユ ー ザ ー同士が、プ ラ ッ ト フ ォ

ー ム上で提供される 機 能 を使っ てつながり合い、イ ンタラ クティブに関

わりあう。ユ ー ザ ーはサー ビ ス の 生 産 者であることもあれば、消費者で

あることもあり、同時に両方の役割 を演じることもある。この関わり合

いの過程 に おいて、価値を創出、ときには共創す る。  

伝統的なバリューチェー ン 構 造 に 対 す る、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ

ス の優位性は以下の 3 点である （パーカー ,2018）。  

第 1 に、これまでビ ジ ネ ス に必須と思われてきた 生 産 設備や有形資産 を

保有 す ることなく、プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは価値を 生 産 す る。市 場への参入

障壁、ラ ンニン グ コ ス ト、撤退コ ス トが大きく低減される。  

第 2 に、この プ ラ ッ ト フ ォ ー ム上で結びつくユ ー ザ ー の信用 度 合い

は、デ ータと し て 定量化されて おり、取引の参考と される。すなわち、

利己的で他人 に害をなす プレイヤーは自動的に排除されること になる。

従来、商人は商人及び個人 と信頼関係を築くために多くの コ ス ト を支払

っ てきたが、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムはそ の コ ス ト を 分散させ、取

引にかかる コ ス ト を低減できる。  

第 3 に、デ ータに基づいた フ ィ ードバッ ク と商品 管 理が可 能であ

る。オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム上に お け る ユ ー ザ ー のあらゆる行動は

蓄積されて おり、ビ ッ グ デ ータと し て ビ ジ ネ ス に 有 用な様々な情報を提

供す る。質の悪い商品や生 産 者 には悪いレーティ ン グがつき、自然淘汰

される。従来のバリューチェー ンが採用 し てきた中央集権型の 管 理シス

テム に比べて、品質管 理 を担うマネ ー ジャーなどの雇用 コ ス トが必要な

いため、安価 に 事 業 を行うことができる。  

 このように プ ラ ッ ト フ ォ ーマーは自身が生 産資産 を持つことなく、優

れた供給を 既 存 市 場 に顕在化させることで、既 存 市 場 のルールや秩序 を

急速な勢いで刷新 し ている。  

 

第 ４ 節  近 年 に お け る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ ス の 展 開  ― 機 能 と 限 界

に 着 目 し て ―  

 

オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが参入 し ている 産 業 領 域はメ デ ィ アや

SNS、消費財（ オ ー クションサイ トやネ ッ トショッピン グ、フリマア プ

リ）、旅行、交通 （ ラ イドシェア ）、コ ンテンツ（書籍、映画、音楽、ゲ

ー ム等）、人材派遣、オペレーティ ン グシステムや金融領 域 （ Fintech）
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など、広範囲にわた っ ている。  

 これらの オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、 2 組の 経済主体が仲介者や

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 通じて相互に作用 す ることから、両面市 場 （ two 

sided market） とも呼称される。特 に、デ ジタル市 場 を 通じて相対 す る

ユ ー ザ ー の 属 性 に 着 目 す ることで、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは企業

対企業 （ B to B）、企業 対企業 対消費者 （ B to B to C）、企業 対消費者

（ B to C）、消費者 対消費者 （ C to C） の 4 類型に 分 類できる （ 総務

省 ,2018）。分 類 の 概 念 図 を 図 1-2 に示し た。  
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著名なサービス事例（一部）

AWSクラウド（アマゾンウェブ

サービス）、インフォマート、

Paid、InstaVR 等

Google、Twitter、Facebook、

Instagram、LINE、Tver　等

Paypay、メルぺイ、楽天ペイ、

楽天市場、Amazon、Kindle、

Spotify、Netflix、U-NEXT、

Nintendo shop、Steam　等

Uber、Airbnb、Anyca、メルカ

リ、ヤフーオークション、タイ

ミー　等

ユーザー属性

BtoB

BtoBtoC

BtoC

CtoC

ライドシェア、旅行、オーク

ション、フリマアプリ、人材派

遣　等

概念図 類例系

Fintech（企業向け）、AR/VR、

業務効率化ソフトウェア、オ

ペーティングシステム　等

情報検索、メディア

Fintech(個人向け)、ネット

ショッピング、電子書籍、音

楽、映画、ゲーム　等

企業
（需要者）

財・サービス

金銭

企業
（供給者）

図１−２ ユーザーの属性別オンラインプラットフォームの分類

個人
（需要者）

財・サービス
企業

（供給者）

個人
（需要者）

財・サービス

金銭

企業
（供給者）

個人
（需要者）

財・サービス

金銭

個人
（供給者）

広告・サービス広告費

資料：総務省(2018)を参考に筆者作成。
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とりわけ、 BtoBtoC 市 場 の社会的・ 経済的影響力が最も大きい。仲介

者 の具体 例 と し て、広告視聴型オ ン デマンド放送 (YouTube)、イ ンター

ネ ッ ト に お け る情報検索サー ビ ス （ Google 検索、 Yahoo!検索）、 SNS 各

社などが挙げられる。 Googe は検索エ ン ジ ン を 利 用 す る月間 8,400 万人

の ア クティブユ ー ザ ー を持ち、それらの ユ ー ザ ー に広告を出稿す ること

で、年間 2,798 億米 $を 売り上げている (2022 年 )。ユ ー ザ ー間の コ ミュ

ニケーション の 場 を提供す る META（旧 Facebook）は、 321 億ドル (2022

年 10 月〜 12 月半期 )の広告収益を 売り上げている。  

BtoC 市 場 の具体的な事 例 と し ては、サブス クリプションモデルによ

っ て コ ンテンツを提供す る Netflix や Spotify などがある。  

 CtoC 領 域 に お け る著名な成功事 例 と し ては民泊仲介会社である

Airbnb がある。 Airbnb は、空き部屋や空き家を提供す るホス ト と旅行

者 をマッチン グ させるサー ビ ス を提供し、年間売上高 84 億 $(2022

年 )、時価 総 額 779.2 億ドル。 2008 年 の 設 立以来、ホス ト数は 400 万人

を超え、累計で 15 億回以上の宿泊マッチン グ を行なっ ている。  

 また、取り扱われる商品は物質的財や広告サー ビ ス に 限らず、労 働 力

であることもある。特 に、単発 の仕事 を請け負う働き方や、それによっ

て 成り立つ経済形態 を ギ グ エ コ ノ ミ ー、これに従事 す る 労 働 者はギ グ ワ

ーカー と 定 義 される (Donovan et al,2016)。ギ グ エ コ ノ ミ ー に おいて

は、従来の雇用形態よりも短期 の 求 人が取引されるが、清掃や配達とい

っ た単純労 働 者から、弁護士やコ ンサルタン ト のような高度知的作業ま

で、包 括 領 域は幅広い。  

ギ グ エ コ ノ ミ ー の代名詞とも言える 事 例 と し て Uber がある。 Uber 

Technologys は 2009 年 に ア メリカで誕生 し た 自動車配車プ ラ ッ ト フ ォ

ー ムであり、一般人が空いた時間を 利 用 し てタクシー 運転手のような仕

事 を行い、ア プリを 通じてマッチン グ し た 利 用 者が乗車す る というラ イ

ドシェアリン グサー ビ スである。年間売上高 318.7 億ドル (2022 年 12

月 )、時価 総 額 873.5 億ドル（ 2023 年 10 月）。全世界 900 以上の都市で

事 業 を 展 開 し、月間の ア クティブユ ー ザ ー数は 9,300 万人 を超える と さ

れるが、 Uber 社自身はタクシー車やタクシー 運転手を保有 し ているわ

けではない。  

そ のほかにも、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ スが新 たな市 場 を 開拓し た

事 例は枚挙のいとまがなく、このことはオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ

ジ ネ スがもたらすポテンシャルを示し ている。地理的な制約を受けずに

国境を超えて 事 業 を 展 開 す ることもできる。他方、世界 市 場へ展 開 し た

国 内企業 の 事 例 と し てはソニーや任天堂が提供す るゲー ムソフ ト プ ラ ッ
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ト フ ォ ー ムなどがあるが、そう多くはない。  

そ の ため日本 国 内 市 場は、内需志向型の オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー

マー と、上記のような国際的企業が混在 し ている 状 況 にある。  

実際に、本稿で取り扱う農 産 物 市 場 に隣接し ている 国 内 EC 通 販 市 場

は、１位楽天市 場 （ 売上高約 5 兆 6301 億円）、 2 位 Amazon（ 売上高 3.2

兆円）、 3 位 Yahoo! ショッピン グ （ 売上高約 1.03 兆円）、メルカリ（ 売

上高約 0.62 兆円） といっ た、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが独占す る

業 界順位となっ ている。そ の中でも、 BtoC を仲介す る楽天、 Amazon に

対 し、 Yahoo ショッピン グ及びメルカリは CtoC 取引を主に仲介し て お

り、事 業 者 によっ て セ グ メ ン トが分 割 されている。  

 以上概 観 し たように、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムはあらゆる 経済分

野に侵食 し ている。そうし た中でも、特 に影響を受けやすい産 業 の 特 徴

と し て、以下のものが挙げられている （パーカー ,2018）。  

 第 1 に情報集約型の ビ ジ ネ スである。メ デ ィ アなど、情報が価値の源

泉である 産 業は、プ ラ ッ ト フ ォ ー ムがもたらす 自由化によっ て破壊され

る。  

 第 2 に非スケー ラブルなゲー トキーパー を抱えている 産 業である。小

売 業や出版業 界ではこれまで、高コ ス トで非スケー ラブルな人間のゲー

トキーパー を雇っ てきた。小 売 の 場 合はバイヤーや在庫管 理 者、出版業

では編集者などがこれに該当す る。対 し て Amazon Kindle などに おいて

は、クリエ イターは自身でマーケティ ン グ を行うことができ、ゲー トキ

ーパーへのマー ジ ンなし に 利潤を獲得す ることができる。  

 第 3 に非常に 分散化し た 産 業である。これは小 さなサプ ラ イヤーが点

在 し ているような市 場 構 造 を指し、非常に多くの 産 業 に当てはまる。プ

ラ ッ ト フ ォ ー ム を 通じた 市 場統合 によっ て 効 率 性が高まり、企業や個人

に と っ て、遠くに 分散し ている 生 産 者が生み出す 製 品やサー ビ ス を探す

際の検索コ ス トが低下す る。   

 第 4 に過度 に情報の非対称性がある 産 業である。中古車販 売など、情

報の非対称性 に根差し た ビ ジ ネ スはこれまで得てきた 利潤を失う。  

 一方で、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム によっ て完全に置換されづらい領 域 につい

ても、先行研 究 に お け る 分 析がある （パーカー ,2018）。規制 産 業 （銀

行、ヘルスケア、教育）や、マッチン グ の失敗コ ス トが極めて高い産 業

（患者 と医師をマッチン グ させるサー ビ スなどが考えられる ）は、他産

業 と比較し て コ ス ト及びリス クが大きく、参入障壁が高い。またリソー

ス集約型産 業 （ プ ラ ン ト工業、石油ガス、超大規模農 業 ）など、情報が

果 た す役割が限 定的である 領 域 に おいては、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 効 用は
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限 定的である と推測される。  

 

第 ５ 節  小 括  

 

オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ビ ジ ネ スはあらゆる 領 域、業 態で発 展

し てきている。先行者 を デ ィ ス ラ プ ト し た 事 例は枚挙に遑がない。唯

一、ネ ッ ト ワ ー ク 効 果 の恩恵を受けないような産 業 領 域 に 限 っ て、今 後

も普及しないことが予測されている。翻っ て、多数の 生 産 者 と多数の消

費者 に需給が分散され、農協や小 売 事 業 者 というゲー トキーパーが品質

管 理 を担っ てきた我が国 の 農 業 市 場は、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが

参入 す ることで新 たな経済的価値が創出できる条件をまさ に満た し てい

ることが、本 章 に おいて明らかになっ た。  
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第 ２ 章  農 産 物 市 場 及 び 農 業 労 働 市 場 の 問 題 と オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ

ー ム の 可 能 性  

 

第 １ 節  本 章 の 課 題  

 

 本 章 の 課 題は、我が国 の 農 産 物 市 場及び農 業 労 働 市 場 の現状 を 概 観

し、各々が直面し ている 課 題 を明らかに す ることである。そ の上でそれ

らの 課 題が、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の参入 によっ て解決しうるも

のであること を明らかに す ることである。  

 

第 ２ 節  農 産 物 の 市 場 問 題 と 対 応  

 

日本 の 農 産 物 市 場は国 内需要の縮小 という危機 に 直面し て おり、ま

た川下の 価 格決定権が強く、農林漁業からの コ ス ト転嫁が難しいという

構 造的な問 題も抱えている。  

日本は今 後急速な人口減少や高齢化を控えて おり、 2050 年 には人口

1 億 190 万人、高齢化率 37.7%と予測されている （表 2-1）。国 内 市 場規

模の急速な縮小が農林水産 業 に影響を与えることは明らかであり、農 業

生 産基盤が不安定化す ることは避けられない（下渡 ,2013）。

 

 U.S.GRAINS(2012)は、「 FOOD2040 東ア ジ ア の 食 と 農 の未来」というレ

ポー ト に て、縮小 す る 国 内 市 場 の中で成長戦 略 を採用 しない限り、日本

の 農 産 物サプ ラ イチェー ン全体は縮小か消滅を余儀なくされ、中国 市 場

向け のサプ ラ イチェー ン に取り込まれて しまうと予測し た。そ の上で、

1990年 2020年 2050年

人口 1億2,361万人 1億2,586万人 1億190万人

高齢化率 12.1% 28.7% 37.7%

飲食料のマーケット規模 72兆円 84兆円

農業総産出額 11.5兆円 8.9兆円

表２―１　国内農産物需要の推移

⼈⼝減少、
⾼齢化に伴
い、国内の
市場規模縮
⼩は必⾄

資料：農林水産省(2022)より筆者作成。
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対抗しうる 戦 略 と し て、野菜と 果 物 を含む高単価商品 の輸出、高齢者向

け 製 品 の 開 発、安全性 ・ プレゼンテーション ・ 価 格 の面で積極的に競争

す る他ないと提言す る。  

従来の 食料・ 農 業 ・ 農村基本法による 農 業政策は、巨大かつ成長す

る 国 内 市 場 を前提に し て おり、内需依存型の 生 産基盤が構築されてき

た。すなわち、減反政策に代表されるような国 内需要に 対 応 し た 生 産調

整が長年行われてきて おり、輸出販路開拓による 在庫調整が行われてこ

なかっ た。輸出が阻まれてきた要因と し て、島国であり四方を 海 に囲ま

れている日本 に おいては、輸送コ ス トや鮮度劣化がネ ッ ク になることが

挙げられる。また、プ ラ ザ 合 意で容認された円高は日本 農 産 物 の 国際価

格競争力 を弱めた上に、内 外 価 格差を拡大 す ることで国際摩擦を引き起

こし、日本 の 農 産 物 市 場解放要求からガッ ト ・ウルグ ア イ ・ ラウンド交

渉へと繋がっ ていっ た （ 本間 ,2009;笹口 ,2016;柘植 ,1990;千葉 ,1993）。  

このような歴 史的背 景から、日本は輸出の ための環境が他の先進国

と比較し て 整備されていない（ 農林水産省 ,2022a）。 1970 年代以降の 農

産 物過剰時代以降、諸外 国は輸出拡大 に取り組み実績を 大きく拡大 し て

きた一方、我が国 の 農 産 物輸出は長年停滞し てきた。しかし 第二次安倍

政権下に おいて輸出振興政策が打ち出されてから輸出量が増大 しはじ

め、 2021 年 には輸出額 １兆円を達成。 2030 年 には 5 兆円の輸出目標が

掲げられている。  

とはいえ生 産高対比でみる と輸出高は 2％に留まっ て おり、現行の輸

出政策の 課 題 と し て、諸外 国 の要求 す る スペッ ク （量・ 価 格 ・ 品質・規

格 ） に 応えられる 産 品 を供給できていない点が挙げられる。これまでの

輸出事 業は、生 産 者が国 内 市 場向け に 生 産 し た 産 品 の余剰品 を、輸出で

きる 国 にだけ輸出す る ビ ジ ネ スモデルが主流であっ た。このような輸出

では、一般小 売店の棚を確保す ることができず、日系・ ア ジ ア系の 小 売

店・飲食店に 販路が限 界 されて しまう。海 外 市 場 を 開拓す る ためには、

海 外 市 場で求められる スペッ ク の 産 品 を専門的・継続的に 生 産 ・輸出で

きる 体 制 を 構築し、生 産から現地販 売までのバリューチェー ン全体 を

「プ ロダク ト アウト」から「マーケッ ト イ ン」に転換す る必要がある。  

従来、農協による協働 販 売は、卸売 市 場への 大量出荷を基本 と す る

ため企画化・平準化が計られてきて おり、消費者 の細やかなニーズに即

し た 農 産 物供給には不備な面がある。より実需ニーズに即し た 生 産 構 造

に転換す る方針が第 28 回全国 農協大会（ 2015 年 ）決議にも反映され、

農協側から営 農指導 ・ 販 売 事 業 体 制 の再構築が試みられているが、こう

し た現実的対 応は農協販 売 事 業なかんずく農協共販 の 理 念 と矛盾す る。
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そ の ため、協同組合 と し て のあり方が今 問われている （板橋 ,2021）。  

また輸出を行うためには様々な輸出先国 ・地域 の 衛 生検疫規制や規

格基準などのレギュレーション に 対 応できる必要があるが、 HACCP 対 応

やトレーサビリティ 制 度 に 対 応できている 国 内 事 業 者は一握りである の

が実情である （ 農林水産省 ,2022a）。食 品 販 売 別 の 導 入 割 合 状 況 を 図 2-

1 に示し た。このように 生 産基盤の 包 括的な強化は喫緊の 課 題である。  
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資料：農林水産省(2022)「令和3年度食品製造業におけるHACCPに沿った衛生管理の導入状況実態
調査結果」より引用して筆者作成。

(https://www.maff.go.jp/j/tokei/kekka_gaiyou/syokuhin_doukou2/r3/index.html 2023/11/27アクセス)
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さらには、適切な価 格形成が行われていない点にも問 題がある。最

終消費からみた飲食費の部門別帰属 額 をみる と、川上である 農林漁業 の

割 合は減少傾向にある。一方で、資材価 格高騰により農 業 経 営費と 農 産

物 生 産 者 価 格指数は上昇傾向し て おり、コ ス ト増加を踏まえた 価 格形成

が求められる。  

 しかしながら、令和３ 年 度 に お け る 農 業 ・ 食 品関連産 業 の 国 内 総 生 産

（ 生 産 額―中間投入 コ ス ト ） の 構 成は、農林漁業 5.3 兆円、食 品 製 造 業

12.8 兆円に 対 し て関連流 通 業が 21.5 兆円と、産 業全体 の 45.5％を占め

ている （ 図 2-2）。経済産 業省 (2022b)によれば、食 品 製 造 に おいて 直 近

6 ヶ月費用が上昇し ている中、価 格が据え置かれている 場 合が 22％にも

及ぶ。多数の中小 ・零細企業 に 生 産が分散し ている川上に 対 し て、小 売

及び流 通 を一挙に担う川上の 価 格決定権は強大であり、交渉すら憚られ

る 状 態 にある。このように、川上から川中・川下への コ ス ト ア ッ プが適

切に転嫁されて おらず、既 存 の 小 売及び卸売 業 の 価 格決定権が強力な市

場 構 造 となっ ている。  

  

図２―２ 農業・食品製造業における国内総生産の構成（令和３年度）
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資料：農林水産省(2022)「令和3年度農業・食料関連産業の経済計算（概

算）」

より筆者作成。

(https://www.maff.go.jp/j/tokei/kekka_gaiyou/keizai_keisan/r3/

2023/11/27アクセス)
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 以上概 観 し たように、我が国 の 農 産 物は、国際競争力 と 価 格交渉権の

欠如という２つの受難を同時に抱えている。日本 農 業が国際的競争力 を

獲得す る ためには、商品 自 体 の付加価値を増すこと による差別化や、そ

れを 可 能 に す る競争環境が求められる。しかし 既 存 の 市 場では川下の 価

格決定 力が強いために コ ス ト を 価 格 に転嫁できず、成長が阻害されてい

る。  

 

第 ３ 節  農 産 物 市 場 問 題 と オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 可 能 性  

 

以上のような農 産 物 市 場 の 課 題 に 対 す るソリューション と し て、オ

ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが実際に活用 されている。著名な事 例 を セ グ

メ ン ト 別 に 図 2-4 に示し た。  

  

図２−４ 市場外流通のセグメントと対応するオンラインプラットフォームの事例
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以下、図 2-4 の 事 例 を順に 概 観 し ていく。  

生 産 者 と都市部の ス ーパーマーケッ ト を繋ぐプ ラ ッ ト フ ォ ー ム と し

て「農家の 直 売 所」が存 在 す る。有 機 JAS などの付加価値を増し た 農 産

物 の 販 売チャネルと し て活用 されて おり、ここでは生 産 者は既 存 流 通 に

縛られずに高単価商品 を 開 発及び販 売できる上、そ の 販 売 価 格も自身で

決定 す ることができる （企業 売上高 57.3 億円 (2023 年 8 月期決算 )。登

録生 産 者数 10,258。取扱店舗数 1,938（ 2022 年 8 月時点））。また、消

費者 と 生 産 者が直接取引を行う、産地直送に 特化し た オ ン ラ イ ン プ ラ ッ

ト フ ォ ー ム （ オ ン ラ イ ンマルシェや産 直 EC と呼称される。具体 例 と し

て、食べチョク、ポケマル、産 直 アウルなど）も数多く存 在 す る。産地

直送であること の メリッ ト と し て、仲介業 者 を 通 さないために 価 格が抑

えられる点や、新鮮さ、生 産 者 の顔が見えること による安心感が強調さ

れる。 2020 年時点での 流 通 金 額は 40 億円前後であり、 2020 年パン デ ミ

ッ ク による巣篭もり需要の影響を受け、前年比 20.0 倍 の急成長を遂げ

た。他にも我が国独自 の EC マーケッ ト と し て ふ る さ と 納 税が挙げら

れ、年間 1,500 億円規模の 農 産 物が取引されて おり、今 後も発 展 を遂げ

る と される。更には、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが包 括 す る取引は

toC 領 域 に 限らず、米生 産 者 と米卸業 者 のマッチン グ を行う、ア グリノ

ー ト米市 場 のような BtoB プ ラ ッ ト フ ォ ー ムサー ビ スも存 在 し ている

（ 売り手 1500 以上、買い手 40 組織（ 2023 年 10 月時点））。  

六次産 業化や法人化を 通じた 生 産 性向上施策が国策的に支援される

中で、既 存 流 通 を代替す る、こうし た 市 場 領 域は今 後も成長す るもの と

推測される。実際に、 2021 年 の 農 産 品 市 場規模全体は 9 兆 4,294 円、  

2022 年は 9 兆 4,484 億円であっ たが、上述の 事 例 を含む市 場 外 流 通 金

額は 3 兆 2,943 億円（ 2021 年 ）、 3 兆 3,177 億円 (2022 年 ） とシェアが

微増し て おり、 2027 年 には 3 兆 6,900 億円に届くと される。（矢野経済

研 究 所 ,2023）。  

このように、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ーマーが様々な事 業形態 を と

っ て 農 産 物 市 場 に参入 し て おり、農 産 物 市 場全体 に 対 す る 各社の 売上規

模こそ未だ小 さいもの の、生 産 者や消費者 の多様なニーズを汲み取っ

て、既 存 流 通 に替わる 新 たな販路を創出し ている。このことは同時に、

市 場 外 流 通 を一挙に 包 括 す るようなオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは未だ

存 在 し ていないこと を 意味し、今 後更なる獲得競争が予想される。  

翻っ て、現時点では輸出体 制が整 っ ていないために 国際的競争力こ

そないもの の、発 展途上国 の 経済発 展 に伴い世界 の 農 産 物 市 場が成長し
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ていく中で、高品質・高単価な日本 農 産 物 の潜在的ニーズはさらに拡大

し ていくもの と推測される （ 農林水産省 ,2023）。特 に和牛や果樹（りん

ご、ぶどう）など、世界 各 国 の富裕層に向け たハイ エ ンド農 産 物 の 生 産

能 力 の維持拡大 を 図 っ ていく上でも、国 内 市 場 に おいて オ ン ラ イ ン プ ラ

ッ ト フ ォ ー ムが新 た に創出す る 販路の役割は大きい。また世界中の 事 業

者や消費地と 直接取引が行えるような越境プ ラ ッ ト フ ォ ー ム （天猫国

際、京東商城、 Amazon、 G-market など） を 通じた出品は、輸出増に 直

接貢献しうる上、自動運転やドロ ー ン に代表される 今 後 の技術革 新 ・ 流

通 革命に伴っ て、販路はさらに拡大 し ていくもの と予測される。こうし

た未曾有 の ビ ジ ネ スチャン ス を逃さないためにも、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム 研 究 の重要性は日に日に増し ている と言える。  

また、農 業政策を 実行し ていく上でも、上述し た 金融 DX や農 業資材

系 SaaS といっ た 領 域 に お け る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 存 在は重

要である。従来、勘や経験の積み重ねによっ て裏打ちされ、評価が難し

かっ た 農 業技術が定量的に扱うことができるようになることで、金融機

関は優れた 農 業 経 営 者 を適切に見極め、効 率的な投資や営 農支援を行う

ことができるようになる。  

 

第 ４ 節  農 業 労 働 力 の 市 場 問 題  

 

 現在 の日本 農 業は、雇用 労 働 力 の不足と 経 営 人材の不足といっ た両面

からの 問 題 を抱えている。  

従来、我が国 の 農 業 労 働 力は農家世帯員を主と し、農繁期 のみでは

不足す る 場 合 に臨時雇を雇用 す る形式 を と っ ていた。しかしながら高度

経済成長期以降、農家世帯員の減少（出生数の減少、農村部からの 人口

流出、核家族化の進行）及び兼業化の進展 による世帯員労 働 力 の減少が

進行す る中で、多数の臨時雇を雇用 し て規模拡大 を 果 た す 農 業 経 営が見

られるようになっ た。さらに畜産や園芸では、大規模化、経 営 の多角化

や 6 次産 業化に取り組むこと により周年的な雇用 労 働 力が必要となっ て

きて おり、雇用 者数は増加傾向にある。また 農 業 労 働 力 に占める雇用 者

の 割 合は上昇し、法人化数の増加に伴っ て、雇用 者なし には農 業 経 営が

維持できない経 営 体が増加し てきている。農 業雇用 者数の増加を表 2-2

に示し た。そ の ため現在、雇用 者 の確保が重要な課 題 となっ て おり、農

林漁業 の 有 効 求 人 倍 率は常に全産 業平均を上回っ ている （ 図 2-3）。  

  



 38 

 

  

0.95 

1.08 

1.19 

1.32 

1.48 

1.58 

1.52 

1.30 

0.87 

1.00 

1.11 

1.25 

1.38 

1.46 
1.41 

1.01 

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

平
成
25
年

平
成
26
年

平
成
27
年

平
成
28
年

平
成
29
年

平
成
30
年

令
和
元
年

令
和
２
年

図２―３ 職種別有効求人倍率

全産業平均

農林漁業

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」より筆者作成。

男性（千人） 女性 （千人）

平成19年 24年 29年 平成19年 24年 29年

総数 89.7 130.2 147.1 131.9 150.6 153.7

農耕従事者 43.1 72.4 86.3 92.3 103.3 103.9

養畜従事者 34.3 39.5 37.9 15.6 17.6 14.0

運搬・清掃・包装等従事者 3.8 5.2 4.7 13.1 12.8 14.2

事務従事者 2.3 3.9 3.8 6.8 10.3 9.7

生産工程従事者 0.8 1.9 4.8 1.0 2.0 5.3

販売従事者 1.3 2.5 3.9 2.0 2.9 3.4

表２−２　職業別農業雇用者の推移（男女計，雇用者計） 

資料：総務省「就業構造基本調査」より筆者作成。
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 農 業 機械による省力化が進歩し ている 品 目も少なからずあるもの の

（ 小麦等）、主要農 産 物 の多くは未だ手作業 を基本 と し た 労 働 力 を必要

と し て おり、特 に、露地野菜および果樹、酪農部門に お け る雇用 労 働 力

不足が深刻である。また オ ー ト メ ーション化が進んでいる稲作も、田植

え時の スポッ ト的な労 働需要に 対 応 しきれず困難に 直面し ているなど、

雇用 労 働 力 の不足は地域横断的かつ品 種横断的な喫緊の 課 題である。  

 上述のような雇用 労 働 力不足問 題 に加えて、経 営 の担い手が不足し て

いることも大きな課 題である。基幹農 業従事 者 の平均年齢は 67 歳、高

齢化率は 69%であり、全国 1,075,705 の 農 業 経 営 体 のうち、約 7 割 の

764,367 の 経 営 体が５ 年以内 に引き継げる 後継者 を確保し ていないと回

答し ている （ 農 業 セ ンサス 2020）。農 業は重労 働である と イ メ ー ジは未

だ根強く、後継者 を見つけ ることが難しい。こうし た現状 に 対 し て、世

代間バラ ン ス の取れた 農 業 構 造 に再構築す る ため、農 業 内 外からの 新規

就農が国策的に促進されている。無利子貸付である ス ーパー L 資金など

のサポー ト を受け て 年間 4〜 5 万件の 新規就農 者があるもの の、新規就

農 ５ 年 目以降も農 業 所得のみでは生計が成り立 たない新規就農 者が

51.9％、 3 年以内 の離農 率は 35.4％と （ 農林水産省 ,2022b）、新規就農

によっ て担い手を充足す るハードルは依然高い。  

 担い手不足問 題 に 対 し て、農地の吸収合併による規模化が長年 図られ

てきた。 2021 年 に お け る 農 業法人 経 営 体は 3 万 1,600 経 営 体 と、 2017

年 度 と比較し て 30%増加し て おり、一定 の 成 果が見られる。一方で、農

地集積度 合いは 58.9％に とどまっ て おり、 2013 年 に閣議決定 された日

本再興戦 略 に おいて掲げられた、全農地面積の 80%を集約す る という目

標は達成できなかっ た。他産 業 と比較し て低い生 産 性や、耕作放棄地が

多く点在 し活用 されていないことなど、未だ十分な集積度 合いとは言え

ない。農地集積を阻む要因と し て、不在村地主や不登記耕作放棄地の増

加が挙げられている。農地が分散し ていること によっ て、機械の 運搬や

圃場 の 管 理 にかかる 労 働時間や経費支出が増加す る ため、生 産 者は経 営

上大きなハン デ を 背負うこと になる。  

 以上概 観 し たように、現在、国 内 の 農 業 労 働 市 場は雇用 労 働 力不足及

び経 営 者不足という２つの 課 題 を抱えて おり、そ の 背 景 に、農地の集積

が進まないという社会問 題がある。  
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第 ５ 節  農 業 労 働 市 場 問 題 と オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 可 能 性  

 

 農 業 労 働 市 場も同様 に、問 題解決の需要を受け て、近 年、リクルー ト

や indeed といっ た 大手求 人サイ ト の オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に お

いても、農 業 求 人数は全国的に増加傾向にある。またタイ ミ ーなど短期

求 人全般を取り扱うプ ラ ッ ト フ ォ ー ムも、農 業 の臨時雇領 域 に参入 し て

いる上、ア グリナビや daywork など農作業 のみに 特化し た プ ラ ッ ト フ ォ

ー ムも存 在 す る。また 後継者不足問 題 に 対 す るソリューション と し て、

事 業承継を専門に取り扱うオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム、いわゆる M＆

A プ ラ ッ ト フ ォ ー ム （ BATONZ、 TRANBI など） の取扱件数が近 年急増し て

おり、農 業 経 営 体 に関す る案件も実際に取引され始めている （ BATONZ

掲載件数 218 件  (2023 年 11 月時点 )）。また スター ト ア ッ プ 領 域 に おい

ては経 営 者 と メ ンター をつなぐ支援プ ラ ッ ト フ ォ ー ムがあるが、こうし

た他業 界 の知見も、新規就農支援に 応 用 しうる。実際に、営 農指導 プ ラ

ッ ト フ ォ ー ム AGRIs by JA やア グリフ ィズといっ た 生 産 者 の交流サー ビ

スが既 に 存 在 す る上、 YouTube を併用 す ること による栽培技術の共有

が、若い農 業 者 の技術を押し上げている と す る 生 産現場 の見方もある

（中村ら ,2022）。また先述し たように、農地取引を仲介す る プ ラ ッ ト フ

ォ ー ム の 実現によっ て 農地集積が加速す る 可 能 性があり、これは農 業 労

働 市 場 の 課 題解決に間接的に貢献しうる。  

 

第 ５ 節  小 括  

 

 以上概 観 し たように、我が国 の 農 産 物 市 場、農 業 労 働 市 場はそれぞれ

危機 に瀕し て おり、これらの 課 題はオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 通 し

た供給によっ て、複合的に解決可 能であること を示し た。しかしこのよ

うに参入 事 例こそ多いもの の、日本 農 業が抱えている諸問 題 を完全に解

決す る には未だ至っ ていない。  
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第 ３ 章  農 業 労 働 市 場 へ の オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー マ ー の 参 入 と ギ グ

エ コ ノ ミ ー の 存 立 条 件  

 

第 １ 節  本 章 の 課 題  

 

本 章 の 課 題は、農 業部門で国 内最大規模の オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ

ーマーである daywork を 対象に し て、農 業 労 働 市 場 に お け る ギ グ エ コ ノ

ミ ー の 発達と 存 立条件を明らかに す ることである。  

 本 章 の 構 成は以下の 通りである。第 ２ 節及び第 ３ 節では、ギ グ エ コ ノ

ミ ーが成長し てきた 歴 史的背 景 と現状 を述べる。第 ４ 節では、 daywork

の 実 態 を明確に し た上で、農 業 労 働 市 場 に お け る ギ グ エ コ ノ ミ ーがどの

ような特 性 を伴っ て 発達し ている のかを明らかに す る。第 ５ 節では、

daywork 普及の社会的背 景 を 分 析 し、農 業部門に お け る ギ グ エ コ ノ ミ ー

の 存 立条件を明らかす る。最後 に、分 析 を統括 し て 小 括 を述べる。  

本 章は事 例 研 究であり、北 海 道 に お け る daywork の 事 業 を 事 例 と し

た。 2021 年時点で、 daywork は農 業 分野でデ ジタルプ ラ ッ ト フ ォ ー ム に

よる 労 働 力マッチン グ を 本 格的に行っ ていた唯一の 事 例である ため、本

事 例 を選択し た。  

 分 析 に 用いる デ ータは、 daywork 運 営会社と十勝・ 北見地域 の 農協へ

のヒアリン グ を 通じて収集し た。両地域は daywork を 利 用 す る 農家が集

中す る ため、分 析 対象地域 に選定 し た （ 図 3-1）。加えて、筆者 自身も

daywork を 通じて 道 内 各地の 農作業 に従事 し、 daywork を 利 用 す る複数

の 農家と 労 働 者へのヒアリン グ を行なっ た。  

  

図3-1 daywork利用農家の分布と事例の位置
資料：dayworkホームページより筆者作成。
注：黒点は事例の所在地を示す。
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第 ２ 節  問 題 の 所 在  

 

「ギ グ エ コ ノ ミ ー」とは、企業 に長期雇用 されることなく、一時

的・単発 の仕事 を行うアドホッ クな働き方や経済形態 を指す。情報通信

技術（ ICT） の 発達、デ ジタルデバイ ス の普及に伴っ て急速に規模を拡

大 し た。伝統的な長期雇用 者 の単発 労 働 者＝「ギ グ ワ ーカー」への置換

は今 後 さらに進行し ていくと推測されて おり（ Collins et al,2019）、

我が国 に おいても同様 の兆候が見られる （森信 ,2020）。  

 農 業 ・ 食料生 産部門でもこうし た トレンドが見られる。実際に、農家

と 労 働 者 をマッチン グ す る スマー ト フ ォ ン ア プリ「１日農 業バイ ト ア プ

リ  daywork(以下、 daywork)」が 2018 年 に ロ ー ンチされた。 2021 年現

在、北 海 道 の 生 産現場での 利 用拡大が進み、注目 を集めている （日本 農

業 新聞 ,2021）。  

 北 海 道 の 農 業 分野の臨時雇い実 人数 9.4 万人 （ 農林セ ンサス 2020）

に 対 し、 daywork への登録労 働 者数は 2021 年現在で 5,000 人弱であ

り、全体 の 5%に満たないと思われる。また、日本全体 の ギ グ ワ ーカー

の 総数は統一的な定 義 の不在もあっ て統計が存 在 しないが、代表的な労

働 プ ラ ッ ト フ ォ ーマーである UberEATS に 限 定 し ても配達員数は 10 万人

台と言われ、 daywork への登録数は多くはない。このように、北 海 道 の

農 業 分野ではギ グ ワ ーカー の 存 在は現時点で限 定的であり、ギ グ ワ ーカ

ー に お け る 農 業 分野の位置付けも大きくはない。しかし、短期間の仕事

に細分化し て 労 働 力 のマッチン グ を行うギ グ エ コ ノ ミ ー の 利便性は注目

されて おり、今 後、拡大 の 可 能 性がある。  

 しかし、この 利便性 の裏には、最低限 の 労 働条件すら保証されること

なく、単発 の仕事 に従事 し続け る ギ グ ワ ーカー の 存 在がある （ブラ ッド

ワ ー ス ,2019）。 1980 年代以降の 新 自由主義政策によっ て増大 し た不安

定就業層を固定化し ている と し て、ギ グ エ コ ノ ミ ー に 対 す る批判や懸念

も多い (Graham et al,2017)。  

よっ て、我が国 に お け る 農 業 労 働 市 場 の ギ グ エ コ ノ ミ ー化の端緒と

思われる daywork を 事 例 に、上記のようなギ グ エ コ ノ ミ ー の 意 義や懸念

といっ た 観点から分 析 す る必要性がある。加えて、これまで農 業 分野で

は、外 国 人技能 実習生 の受け 入れや農協による 労 働 力 の需給調整、派遣

労 働 者 の 利 用などが行われてきたが、労 働 力不足を緩和す る には至っ て

いない。そこで、農 業 の ギ グ エ コ ノ ミ ー化は、短期間であれば農 業で労

働 し てもよいという潜在的な労 働需要を 実際の就労へと 実現し、労 働 力
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不足の緩和に資す ることが期待される。そこで、農 業 分野に お け る ギ グ

エ コ ノ ミ ー化が、既 存 の 労 働 力供給の 問 題点を克服しうるか検討す る必

要がある。  
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第 ３ 節  ギ グ エ コ ノ ミ ー 発 展 の 歴 史 と 様 式  

 

第 １ 項  ギ グ エ コ ノ ミ ー の 定 義 と 利 点  

 

デ ジタル経済の 発達に伴い、個人が保有 す る資産 を個人間で貸し出

し て収入 と す る、シェアリン グ エ コ ノ ミ ー という新 たな経済が発達し

た。家財、自動車、不動産などを 対象に、これまで眠っ ていた遊休資産

が有 効活用 され、市 場 経済に 新 たな成長機会を創出し ている。そうし た

シェアリン グ エ コ ノ ミ ー の中でも、個人が保有 す る 労 働 力 を単発 労 働 と

し て イ ンター ネ ッ ト上の デ ジタルプ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 通じて取引し、そ

れによっ て 成り立つ経済がギ グ エ コ ノ ミ ー と 総称される。ギ グ エ コ ノ ミ

ー上で単発 の仕事 を そ の 場 限りで請け負う働き方がギ グ ワ ー ク、ギ グ ワ

ー ク に従事 す る 労 働 者はギ グ ワ ーカー と呼称されている

(Friedman,2014)。そもそもギ グ とは、英国由来の ス ラ ン グ に由来し て

おり、ラ イブハウス の短いセ ッションや単発 の演奏を指す。そこから転

じた 概 念である。  

 この ギ グ エ コ ノ ミ ー の 成 立条件と し て、雇用 者 と 労 働 者 の間に「プ ラ

ッ ト フ ォ ー ム」という仲介機 能が介在 す る点が挙げられる。オ ン ラ イ ン

上に 存 在 す る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 通じて、雇用 者 と 労 働 者がマッチン グ

され、賃金や情報のやりとりが行われる。本質的に、短期間の仕事は地

域や産 業 別 労 働 市 場 を超えた 人材の 流動性が極めて高いと言えるが、労

働 力 を 利 用 す る企業 と 労 働 力 を提供し たい労 働 者 と の間のマッチン グ を

効 率的に行うことが容易ではなかっ た。だが、オ ン ラ イ ン上の プ ラ ッ ト

フ ォ ー ムは、これら企業 と 労 働 者 と を オ ン ラ イ ンで容易にマッチン グで

きるテク ノ ロ ジ ーであり、これによっ て 効 率的な労 働 力 分配が可 能 にな

っ た。従業員を 直接雇用 し て 事 業 を行っ てきた 既 存 の企業 とこれら企業

へ人材派遣を担っ てきた企業 を脅かし て おり、ギ グ エ コ ノ ミ ー化は不可

逆的に進行し ていくと推測される （パーカー ,2018）。  

特 定 の企業 に長期間雇用 される伝統的な労 働 と比較す る と、ギ グ ワ

ー クは高度 に 分 割 されたシン グルタス クであり、継続し て同じ企業 ・ 職

場で働くスタイルではない。単発 の 労 働 に従事 す る ギ グ ワ ーカーは、特

定 の企業 に 所 属 し て長時間拘束されることなく、自身の時間を 有 効活用

できる と され、いわゆる ワ ー ク ラ イ フバラ ン ス を 実現できる と 期待され

ている (Malone,2004)。   
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また、ギ グ ワ ー ク を 利 用 す る雇用 者は、従業員を継続し て雇用 し続

け る必要性が低下す る。労 働需要に 応じて そ の都度 ギ グ ワ ーカー を 市 場

から調達すればよいため、労 働 コ ス ト を削減し、効 率的な経 営 と 生 産 性

の向上を 図れる と の指摘もある (Alkhatib,2017)。  

なお、本 章 に お け る ギ グ ワ ーカー の 定 義は、長期的・継続的な労 働

ではなく、短期間の 労 働 を 目的と し、かつデ ジタルプ ラ ッ ト フ ォ ーマー

の仲介を 通じて、企業などに 労 働 力 を提供す る 労 働 者である。一般的に

ギ グ ワ ーカーは業務請負と 理解されることが多いが、本 論 文では農 業 者

などに 直接雇用 される 場 合もギ グ ワ ーカー と す る。ギ グ ワ ーカー の 本質

は、短期間の 労 働 力提供と デ ジタルプ ラ ッ ト フ ォ ーマー の仲介であり、

企業 ・ 労 働 者間の雇用関係の 有無ではないからである 3。  

 

第 ２ 項  伝 統 的 雇 用 の 衰 退  

 ギ グ エ コ ノ ミ ー先進国である米国では、 2008 年 の 金融危機 と企業 の

ダウンサイ ジ ン グ の延長線上に ギ グ エ コ ノ ミ ー を位置づけ る見方が強

い。 1970 年代から 1980 年代にかけ て の先進国 に お け る失業 率 の上昇、

労 働組合 の衰退、緊縮財政を 通じた社会福祉の削減といっ た 経済政策が

伝統的な長期雇用 を衰退させた (Friedman,2014)。そ の上で、  2008 年

の 金融危機以後、失業 者 となっ た フレキシビリティ の高い低賃金 労 働 者

が、ギ グ エ コ ノ ミ ー の隆盛を支えること となっ た (Doorn,2017)。そ の先

駆けが、タクシー配車サー ビ ス を提供す る Uber である。同社の 成功を

受け、広範な産 業 分野で同類型のマッチン グサー ビ スが展 開 されていっ

た。  

 

第 ３ 項  ギ グ エ コ ノ ミ ー の 参 入 領 域  

 

 ギ グ エ コ ノ ミ ー の 成 立 す る 産 業 分野は広範であり、デ ジタル上の 成 果

物 を取引す る「デ ジタルギ グ エ コ ノ ミ ー」と肉体 労 働 を取引す る「フ ィ

ジカルギ グ エ コ ノ ミ ー」に 大 別 す ることができる (畔蒜 ,2020)。  

 デ ジタルギ グ エ コ ノ ミ ーは、 WEB 上で全て の取引が完了できるタス ク

を含有 す る。 Amazon Mechanical Tunk や CrowdFlower、国 内 に 特化し た

 
3  労 働関連法規が適用 されないなどギ グ ワ ーカー の 問 題は業務請負であ

ること に一部由来す るが、業務請負ではなく直接雇用 されること によっ

て、短期間労 働 を継続的に行うギ グ ワ ーカーでなくなるわけではない。  
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事 例であればク ラウドワ ー ク スやラ ンサーズがここに含まれる。ソフ ト

ウェア 開 発、プ ロ グ ラ ミ ン グ、マーケティ ン グ、デ ザ イ ン、翻訳など、

高単価 ・高練度なタス ク と高い専門性 を持つ労 働 者 によっ て形成 される

市 場である （ Wood et al,2019)。一方、レーティ ン グ （サク ラ行為）、

SNS 拡散、デ ータ入 力、電話作業代行など、労 働習熟を必要と しない安

価なタス クも実際には数多く存 在 し ている。  

 対 し て、フ ィ ジカルギ グ エ コ ノ ミ ーは、物 理的な肉体 労 働全般を含有

す る。フ ードデリバリーサー ビ ス UberEats が最も代表的であり、他に

も単純作業 を幅広く扱うタイ ミ ー、個人レッ ス ン を主催す る ア ス ク ビ

ー、ベビ ーシッター派遣サー ビ スであるキッズラ イ ンなど、幅広い事 例

が挙げられる。就労 経験や資格 を要す る高練度タス クであれば労 働供給

量が限 定 され、相場単価や労 働 者側の 価 格交渉力が上昇しやすい。一

方、配送や清掃等の単純労 働は失業 の受け皿と し て、不況時にこそ供給

過剰に陥る脆弱性がある (Kalleberg and Dunn,2017)。  
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第 ４ 項  プ ラ ッ ト フ ォ ー マ ー の 機 能 と 懸 念  

 

 ギ グ エ コ ノ ミ ーが成 立 す る上で中心的役割 を 果 た す のは、労 働 力取引

が仲介される 場 となる プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と それを 運 営 す る プ ラ ッ ト フ ォ

ーマーである。  

 プ ラ ッ ト フ ォ ーマーは、企業 と 市 場 の中間的存 在 と位置づけられ、労

働 力取引のマッチン グ 機 能 を提供す る （ 図 ３ −２ ）。契約は労 働 者 と雇用

者間で直接締結される 場 合 と、労 働 者 と プ ラ ッ ト フ ォ ーマーが業務提携

契約を結ぶ場 合 とがある。プ ラ ッ ト フ ォ ーマー の収益構 造は、サー ビ ス

を 利 用 す る 労 働 者 と雇用 者 の双方から徴収す る手数料が一般的である。

ただし、利 用 者 のどちらか一方からのみサー ビ ス 利 用料を 徴収す る プ ラ

ッ ト フ ォ ーマーも存 在 し、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の役割は産 業 分野やプ ラ ッ

ト フ ォ ーマー によっ て 様々な形態である。  

  

労働者

プラット
フォーマー

労働⼒・成果物

サービス利⽤契約

図3-2 従来型オンラインプラットフォームの仕組み

資料：森信(2020)を参考に筆者作成。
注：矢印（黒）はサービスのやり取り、矢印（白）は金銭の流れを表す。

雇⽤者

業務

サービス利⽤契約

契約⾦額＋消費税等契約⾦額−(消費税等＋
プラットフォーム利⽤料)
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 ギ グ エ コ ノ ミ ー に共通 す る懸念は、プ ラ ッ ト フ ォ ーマーが労 働 市 場 に

対 し強力な支配力 を 有 す る点である (Vallas and Schnor,2020)。労 働 者

と雇用 者はプ ラ ッ ト フ ォ ー ム上で結びつき、契約前交渉や打ち合わせを

行う。プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を介さない直接連絡は原則禁止されている。違

反行為でアカウン トが削除されて しまえば、取引相手と取引実績を失う

ため、サー ビ ス 利 用 者はプ ラ ッ ト フ ォ ーマーへの異議申し 立 てが困難で

ある。多くの プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは決済イ ン フ ラも兼ねて おり、この 場

合、プ ラ ッ ト フ ォ ーマー の 市 場支配力は更に増大 す る。こうし た 運 営 機

構 によっ て強制 される法外な仲介手数料や不安定な賃金、不明瞭な給与

体系、福利厚生 の欠如、無給の拘束時間等、低賃金 労 働 者が晒される劣

悪な労 働環境が社会問 題 と化し ている (Japan Times,2020)。このような

プ ラ ッ ト フ ォ ーマー の 問 題点は、プ ラ ッ ト フ ォ ー ムで仲介される 労 働 力

が、デ ザ イナー のような高度技能 を 有 す る熟練労 働 力ではなく、単純労

働 力である 場 合 に 特 に 大きくなる。労 働 力 を使用 す る企業 に と っ て、大

半の ギ グ ワ ーカーは単純労 働 者であればよく、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 用い

て 特 定 の 労 働 者 を他の 労 働 者へ置き換えることも容易になる。ギ グ ワ ー

カー の 立 場は非常に弱く、企業 と の 労 働 力 のマッチン グ を差配す る プ ラ

ッ ト フ ォ ーマーは強い影響力 を持つこと になる。  

 直接の短期契約や派遣労 働で発 生 す る 労 働 問 題 の 場 合、問 題解決の手

段と し ては労 働法が根拠に 用いられてきたが、急成長し た オ ン ラ イ ン プ

ラ ッ ト フ ォ ーマー に 対 し て 各 国 の法整備と行政介入が追いついていな

い。労 働 者 と し て の地位が不安定なギ グ ワ ーカーはこうし た 労 働環境へ

の 対抗す ることが困難な状 況 に置かれている (Wood et al,2018;2019)。  
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第 ３ 節  農 業 労 働 市 場 に お け る ギ グ エ コ ノ ミ ー の 特 殊 性  

 

第 １ 項  daywork に よ る 労 働 市 場 の 構 造  

 

daywork によっ て形成 される 労 働 市 場 には、農家、労 働 者、 daywork

運 営会社 Kamakura Industries、農協という４ 種 の ア クターが存 在 す

る。 Kamakura Industries は農家 −労 働 者間の 労 働 力取引を WEB 上で仲

介し、農協は労 働 力取引の監督機 能 を担う（ 図 3-3）。  

  

労働者

daywork運営
(Kamakura 
Industrie)

⽇雇い労働

図3-3 daywork参加アクターの関係性

雇⽤者
⽇当賃⾦

資料：聞き取り調査及び実地調査に基づいて筆者作成。

注：矢印（黒）はサービスのやり取り、矢印（白）は金銭の流れを表す。

農協
営農振興課

就業機会の提供

情報提供
業務提携契約

管理・監督 フィードバック
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農家のサー ビ ス 利 用 に先立ち、 daywork 運 営 と 農協は業務提携契約を

締結す る。農協には農協アカウン トが発行され、監督権限が付与され

る。農協アカウン トでア ク セ ス 可 能なデ ータは、農家 -労 働 者間の メ ッ

セ ー ジ の 内容・ 農家アカウン ト の 求 人情報・ 労 働 者 アカウン ト の 属 性 デ

ータ・ 各契約成約率などで、これらを基に 農家と 労 働 者間へのヒアリン

グ ・ 運 営への フ ィ ードバッ ク ・賃金水準の調整など、労 働 力取引の円滑

化に資す る取り組みを行う。各 農協の 営 農部門の 職員が担当者 となり、

上記の 管 理 業務を行っ ている。  

労 働 者 と 農家の 視点では、サー ビ ス の 内容は従来型の オ ン ラ イ ン プ ラ ッ

ト フ ォ ー ム と同じである。サー ビ ス 利 用 の具体的な流れは以下の 通りで

ある。まず、労 働 者は事前に 自身の情報（ 年齢・ 性 別 ・ 職 業 ・住所 ・ 農

業就労 経験の 有無など） を 入 力 し た アカウン ト を作成 す る。一方、農家

は、農家アカウン トから拘束時間（終日・午前のみ・午後 のみ）・作業

内容（摘み取り・草取り・選果 ・選別 ・収穫など多岐にわた る ）・日給

の 額面・交通費支給の 有無などを記載し た 求 人情報（表 3-1） を一日単

位で掲示す る。労 働 者がカレンダーから案件を選び出し 応募す る と、担

当農家側に 通知が届く。農家が応募に同意 し てマッチン グが成 立 す る と

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 通じて メ ッ セ ー ジ のやりとりが行われ、一日単位の

労 働契約が両者間で締結される。勤務終了後 には現金手渡しで賃金が支

払われること になる。  

このように １日単位の 労 働がイ ンター ネ ッ ト上で取引されているこ

とから、 daywork は農 業 労 働 市 場 に お け る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー

ム、労 働 力取引を仲介す る Kamakura Industries は農 業 労 働 市 場 に お け

る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ーマーである と位置付け ることができる。  

 

第 ２ 項  daywork 運 営 会 社 の 概 要 と 事 業 展 開  

 

daywork を提供す る Kamakura Industries(株 )は 2018 年 に 設 立 さ

れ、同年 に 労 働 の デ ジタルプ ラ ッ ト フ ォ ー ムである daywork と そ の 利 用

媒体である スマー ト フ ォ ン ア プリを ロ ー ンチし た。  

 同社の代表取締役は北 海 道陸別町出身であり、空知地域 の JA いわみ

ざわに勤務す る元同級生 の依頼を受け て、 daywork 開 発 を 開始し た。そ

の 後、他地域 に先駆け て岩見沢市 に おいて 運 用がスター ト す る。  

 daywork 導 入以前は JA いわみざわ自身が職 業紹介所 を主催し、労 働

者 の斡旋を行っ ていたが、生 産 者 の要望 に十分 に 応えることができなか

っ た。大規模化し 労 働集約的な品 目 の多い岩見沢農 業 に と っ て、人手不
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足が生 産 体 制維持拡大 のボトルネ ッ クであっ た。しかし daywork 導 入以

後、 JA いわみざわ管 内 の 求 人達成 率は 100％に達し た。このことは岩見

沢市周辺の地域住民は、中期間・長期間の 農 業就労は忌避す る一方、１

日単位の 農 業就労 には潜在的なニーズが存 在 し ていたこと を示し てい

る。  
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No 作業内容 勤務時間 日給[円] 時給[円]
求人数

[人]
交通費 管轄JA

1 にんじん選別・箱詰め 8:00〜17:00 8,800 1,100 4 無 JAおとふけ

2 馬鈴薯収穫 7:00〜17:00 10,800 1,200 1 有 JAさらべつ

3 キャベツ収穫 6:00〜15:00 10,000 1,250 5 有 JAさらべつ

4 キャベツ収穫 8:00〜17:00 10,000 1,250 3 無 JAさらべつ

5 長芋の選果作業 8:00〜17:00 9,000 1,125 2 無 JAさらべつ

6 トマト収穫作業 7:30〜12:00 5,300 1,116 3 有 JAびえい

7 トマト管理作業 8:00〜17:00 8,000 1,000 2 有 JAびらとり

8
スイートコーン収穫、箱詰め作

業
5:30〜11:30 6,600 1,320 7 無 JAめむろ

9 スイートコーン収穫 5:00〜13:00 8,400 1,200 3 無 JAめむろ

10 スイートコーン選別、箱詰め 7:30〜15:00 7,150 1,100 2 無 JAめむろ

11 スイートコーン収穫 2:30〜7:30 7,500 1,500 2 無 JAめむろ

12 レタス収穫 7:30〜16:00 10,000 1,250 5 無 JAめむろ

13 スイートコーン収穫 5:00〜12:00 8,000 1,143 1 無 JAめむろ

14
スイートコーン収穫・出荷及び

栽培管理
6:00〜12:00 6,000 1,000 1 無 JAめむろ

15 スイートコーン収穫 6:00〜10:00 5,000 1,250 4 無 JAめむろ

16 白カブ選果作業 8:30〜15:00 7,000 1,273 2 無 JA士幌町

17 草取り 8:00〜17:00 9,000 1,125 2 無 JA士幌町

18 馬鈴薯収穫 7:00〜16:00 7,200 900 1 有 JA鹿追

19 スイートコーン収穫 6:00〜10:00 8,000 2,000 3 無 JA帯広かわにし

20 スイートコーン収穫 5:00〜9:00 4,000 1,000 4 有 JA帯広かわにし

21 スイートコーン収穫 5:00〜11:00 6,000 1,000 8 有 JA帯広かわにし

22 スイートコーン収穫 5:00〜10:00 6,000 1,200 6 有 JA帯広かわにし

23 大根収穫＋キャベツ収穫 5:00〜12:00 7,600 1,228 1 無 JA帯広大正

24 スイートコーン収穫 8:00〜17:00 8,000 1,000 5 有 JA帯広大正

25 大根収穫 7:00〜11:00 4,000 1,000 4 有 JA帯広大正

26 大根収穫 7:00〜12:00 5,000 1,000 2 有 JA帯広大正

27 大根の収穫畑の草取り 8:00〜11:00 3,500 1,167 3 無 JA帯広大正

28 馬鈴薯箱詰め 7:30〜17:00 10,000 1,177 1 有 JA帯広大正

29 箱詰め 12:00〜16:00 4,000 1,000 5 有 JA帯広大正

30 キャベツまたは白菜収穫 7:30〜17:00 8,000 1,000 4 有 JA幕別町

31 草取り（除草作業） 8:00〜17:00 8,000 1,000 2 有 JA幕別町

32
ミニトマト収穫・出荷及び栽培

管理
7:30〜17:00 9,300 1,163 2 無 JA幕別町

33 キャベツまたは白菜収穫 7:30〜17:00 8,000 1,000 4 有 JA幕別町

34 芋掘り、草取り、長芋箱詰め 7:30〜17:00 9,000 1,125 4 無 JA幕別町

合計 108

平均 7,416 1,152 3

資料：dayworkアプリ上に掲示された求人情報から作成。

注：農繁期である８月中旬からこの日程を選出した。

表3-1　十勝管内の求人情報（2021年8月11日）
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 2018 年 には十勝地域 の JA さらべつ、 2019 年 には同じく十勝地域 の

JA 幕別 にもサー ビ ス 対象エリア を広げ、年間で延べ 1350 人日の 労 働需

要を充填し、生 産現場 に 大きく貢献す ること となっ た。 daywork は着 実

に 成功事 例 を蓄積し、農協職員同士 の情報交換を 通 し て十勝全域、道 内

全域へと普及し た。 2021 年時点で、道 内 のみで 49 箇所 の 農協と契約

し、宮城・山形・岡山・静岡県の 農協組織とも業務提携し ている。 2021

年 7 月時点ではさらに長崎・長野・秋田・福島・福井 ・鹿児島県での 運

用が開始されて おり、マッチン グ 総数も増加傾向にあることから  (表

3-2)、全国 の 農 業 労 働 市 場 に おいても daywork は事 業 を拡大 す る過程 に

あることが指摘できる。  

 また 本 章で調査先と し て選定 し た十勝管 内 の 年間臨時雇いの 年間延べ

人日は 356,950 であり (農林水産省  (2015))、 4 月から 11 月の 274 日が

作業適期であることから 1 日当たり平均 1302 人 の 労 働需要がある。表

３― 1 と併せる と、既 に臨時雇いの 8.2%近くが daywork を 通じて雇用 さ

れている と推測される。  

  

  

表3-2　マッチング総数の推移

年 2018 2019 2020
2021

(11月2日時点)

マッチング総数 286 4,410 16,493 36,566

資料：Kamakura Industries提供資料及びdayworkホームページから筆者作成。
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第 ３ 項  労 働 者 の 概 括  

 

2020 年 9 月時点で、登録された 労 働 者 の数は 4785 人であり、うち男

性 2580 人、女性 2205 人 と男女比はほぼ一対一である。また、図 3-7 は

労 働 者 の 年齢の 割 合 を示す。これを見る と 10 代から 3０代が全体 の 60%

以上を占めて おり、肉体 労 働 に適し た 年代からの 応募が多い。  

図 3-5 は、労 働 者 の 属 性 分布である。 daywork を 通じた就労は１日を

単位と す る ため、専業ではなく副業 と し て の就労が基本である。求 人 に

応募す る 者 のうち、会社員（正社員）が 33％と一番多く、パー ト ・ ア

ルバイ ト と会社員（派遣 /契約社員） の 合計は 25%を占める。また、専

業主婦・主夫や大 学 生、高校生 といっ た、世帯の主た る収入 者 と思われ

ない属 性群も 28%存 在 し て おり、家計の補助や臨時収入 目的で利 用 され

ているもの と推察される。  

また 図 3-6 は労 働 者 のうち、本 業 を持つ者 の 職 種 を示す。農 ・林・

漁業が全体 の 19%を占める。これら一次産 業 には季節 性がある ため、地

域 ・ 業 種 ・ 職 場ごと に 労 働需要の偏りが大きい。任意 の 事 業 体 に おい

て、閑散期や天候不順によっ て 発 生 し た余剰労 働 力が、農繁期 の 生 産現

場へと 効 率的に 分配されていること を示し ている。次いで飲食 ・サー ビ

ス 業が 18％、医療・福祉 15%、製 造 業 15%、小 売 業 9％と、地場 経済の

基幹となる 職 種 となっ ている。  
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10代, 

10.2%

20代, 29.4%

30代, 20.9%

40代, 22.5%

50代, 12.1%

60代, 3.8% 70代, 

1.0%
80代, 0.0%

図3-4 労働者の年齢分布

資料：Kamakura Industries提供資料より作成。

回答総数：4,792人
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会社員（正社

員）, 33.0%

パート・アルバ

イト, 17.9%
大学生, 15.6%

自営業・自由

業, 8.1%

会社員（派

遣/契約社
員）, 6.8%

専業主婦・専業

主夫, 6.6%

高校生, 4.8%
その他, 

7.2%

図3-5 労働者の属性分布

資料：Kamakura Industries提供資料より作成。

回答総数：3,965人

農・林・漁業, 

18.88%

飲食・サービス

業, 17.60%

医療・福祉, 

15.45%

製造業, 14.59%

小売業, 8.58%

鉱業・建設

業, 6.44%

運輸業, 6.01%

情報通信

業, 4.29%

教育・学習支

援業, 4.29%

金融・保険

業, 1.72%

その他, 2.15%

図3-6 労働者の本業の分布

資料：Kamakura Industries提供資料より作成。

回答総数：2,330人
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第 ４ 項  daywork の 特 殊 性  

 

 従来型の オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と比較し た際、 daywork には以

下の二点に 特 殊 性がある。①プ ラ ッ ト フ ォ ーマー仲介手数料の 徴収免

除、②プ ラ ッ ト フ ォ ーマー以外 に 労 働 力取引を監督す る ア クター の 存

在、である。  

 

1)プ ラ ッ ト フ ォ ーマー仲介手数料の 徴収免除  

Kamakura Industries は、 daywork の 運 営 を 通 し て、農家及び労 働 者

から一切の仲介手数料を授受し ていない。従来型プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に多

く見られるような、労賃の過度な中抜きはサー ビ ス 利 用 者 に負担を強い

る。一方、 daywork は地域 外への資金 流出を伴わないという優位性 を持

っ ている。  

仲介手数料に替わる 事 業 の収益源と し て、 Kamakura Industries は各

農協と のサブス クリプションモデルの 構築を志向し ている。同社は一般

社団法人 農林水産 業みらい基金から当座の 運 営資金 を助成 されて おり、

現在はプ ロモーション 期間と し て位置付け ている。そ の ため 2023 年ま

で各 農協にサー ビ ス 利 用料を請求 す る予定はない。また 利 用料も農協経

営 に負担をかけ ること のないよう、関係各 所 と協議し て決定 し ていく予

定である。  

 WEB サー ビ ス を提供す る IT 企業はサー ビ ス黎明期、銀行からの融資

に代わっ て VC（ベンチャーキャピタル）から資金調達を行うことが一

般的である。この 場 合、株式 を投資家に譲渡す る ため、利益追求及び株

式上場 を優先し た 事 業 経 営 にならざる を得ない。対 し て、農林水産 業み

らい基金は JA グルー プ 農林中央金庫から拠出を受け た非営 利法人であ

り、利子や投下資金 の返済を要求 しない。こうし た要因もあっ て、

daywork は仲介手数料に依存 し た ビ ジ ネ スモデルに 立脚す ることなく市

場 を 開拓できる他、規模拡大 後、経 営 の安定化に向かっ て 利害関係調整

のソフ ト ラ ン デ ィ ン グ を追求 す ることが可 能 になる。農 業 労 働 市 場 に お

け る ギ グ エ コ ノ ミ ーはこのような特異性 を持っ て形成 されていることは

特筆すべき点である。  

 プ ラ ッ ト フ ォ ーマーがサー ビ ス手数料を 農協へ求めていないことは、

農協がそ の手数料負担を 農家に 求めることもないため、農家が労 働 者へ

支払う賃金水準の向上に寄与し ていた と推測できる。表３― 1 に記載の

時給が、調査時点の最低賃金時給 861 円と比較し てどれくらい上回っ て
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いるかを検討す る （ ただし、交通費支給有 に 限 定 ） 4。これによる と、

表３― 1 の 34 の 求 人 のうち、交通費支給有 の 求 人は 16 であり、これら

求 人 の時給は、最高で 45%、最低で 6%、単純平均で 22%ほど最低賃金時

給を上回っ ていた。農 業以外での短時間雇用は最低賃金付近 の 求 人が多

いと思われる ため、 daywork を 通じた時給は農 業での短時間就業 を選択

させやすくし ていた と考えられる。  

 しかし、プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが決済機 能 を兼ねないこと による弊害も同

時に 存 在 し ている。労 働報酬が現金手渡しである ため、農家及び労 働 者

が新 しく労 働契約を締結す る際に daywork ア プリを 経由す る必要が必ず

しもない。そ の際、 Kamakura Industries は労 働 力取引の公平性 ・安全

性 を保証す ることができず、契約不履行等の違反行為を是正す ることも

できない。  

 

2)プ ラ ッ ト フ ォ ーマー以外 に 労 働 力取引を監督す る ア クター の 存 在   

 daywork の 労 働 市 場 には、プ ラ ッ ト フ ォ ーマー以外 に 労 働 力取引を監

督す る ア クター と し て 農協が存 在 す る。農協は、管轄エリア 内で発 生 し

た 農家及び労 働 者 の 問 題行動を把握し、 Kamakura Industries に フ ィ ー

ドバッ ク す る役割 を担う。  

 一般に、プ ラ ッ ト フ ォ ー ム上で仲介された 労 働 力取引で発 生 し た ト ラ

ブルに関し ては、サー ビ ス 利 用 者からの申告によっ て プ ラ ッ ト フ ォ ーマ

ーは事 態 を認識す る。メ ッ セ ー ジや取引内容の ロ グ に基づいて 事 実関係

を検討し、問 題行動を行っ た 者 に 対 し て 直接の警告やアカウン ト停止等

の 対 応措置を講じることができる。  

 一方で、 daywork 上でマッチン グ し た 労 働 者 に 対 し て 農家がア プリを

介さない契約を打診し て了承された 場 合、 Kamakura Industries は労 働

力供給基盤の 流出を認知できず、ト ラブルの仲裁機 能も失うこと にな

る。しかしながら、農家 -非農家間の 価値観 の違いは未だ大きい。肉体

労 働 の口頭契約はト ラブルも多く、賃金 の不払いなどの契約不履行行為

も、労 働 者からの口コ ミ ・レビューペー ジ に おいて散見される。こうし

た 課 題が未解決のまま放置されれば、労 働 者は最終的に 労 働 市 場から退

 
4  交通費支給なし の 場 合、時給に交通費相当分が含まれ、時給が見た 目

上、高くなっ ている と思われる ためである。農 業以外 の 分野では交通費

支給が通常であり、他分野と時給を比較す る 場 合、交通費支給なし の 求

人 を除外 す る のが妥当である。  
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出し て しまう。農協はこのような問 題 をいち早く把握し た上で、農家へ

の 直接の指導や Kamakura Industries への報告す る 機 能 を 有 す る。この

報告を受け て Kamakura Industries は各 利 用 者 に 対 し、アカウン ト の停

止というペナルティ を 背 景 に注意勧告を す ることが可 能 になる。加え

て、農協は各地域 に根付いている 利点を活かし、地域住民への広報及び

説明会や、農家に 対 し て 労務管 理 に関す る コ ン プ ラ イ ア ン ス講習会など

も主催す る 5。  

十勝管 内 の 農協へのヒアリン グから、農協による具体的な指導 につ

いて述べる。この 場 合 の 問 題行動とは農家による 労 働 者 の「引き抜き行

為」である （ 図 3-7）。農繁期 に 農家は必要な労 働 者数を確保す る た

め、 daywork 仲介で雇用 し た 労 働 者 に 対 し、 daywork の 利 用 をやめて継

続し て 自らの 農 場で働くよう要請す る、すなわち daywork から労 働 者 の

「引き抜き行為」を行うことがある。このような行為を放置す る と、

daywork の 人材プ ールにいる 労 働 者数が縮小 し、日雇賃金高騰がもたら

される。これを避け る ために、さらに多くの 農家が労 働 者 の囲い込みを

行えば、さらに賃金が高騰し、ついには daywork の 人材プ ールが枯渇し

て daywork 自 体が機 能 しなくなる恐れがある。農協は daywork からの 労

働 者 の囲い込みを察知し た 場 合、賃金高騰による他の 農家への悪影響と

daywork の 機 能不全を回避す る ため、囲い込みをやめるように指導 す る

のである。これは、 daywork による短期間労 働 を 望んでいた 労 働 者が、

農家の囲い込みによっ て不本 意な長期間拘束の 労 働 に陥らないように す

る ためでもある。円滑な労 働 力取引の ために 農協の 市 場監督機 能は不可

欠である と言える。このように 農協は daywork 上の 人材プ ールを地域 の

共同資源と捉え、保全す る ために行動し ている。  

 通常の ギ グ エ コ ノ ミ ーは存 在 しない、労 働 市 場 と 物 理的・社会的に距

離の 近い農協ア クター の 存 在が、細やかな労務ケアや問 題解決を 可 能 に

し た。市 場 機 能 を守る重要な要因である と指摘できる。  

 
5daywork に 対 す る 農協の関わり方については、十勝管 内 5 農協の 事 例

を 分 析 し た 井上・脇谷 [14]pp.31-33 を参照。  
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図3-7 農繁期における農協による営農指導の図示

資料：十勝管内の農協への聞き取り調査に基づいて筆者作成。

⼀農家に引き抜かれた
労働者

引き抜き⾏為
の縮⼩

daywork⼈材プール

引き抜きが抑制された
daywork⼈材プール

需要過多により⽇当賃⾦⾼騰
利⽤規約を遵守する農家の経営を圧迫

農繁期の出勤を強制される
ことなく、フレキシブルに
勤務先を選択
労働⼒が流出せず安定した
労働供給が実現

営農指導

dayworkを通した保護機能を喪失
望まぬ⻑期拘束
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第 ５ 節  北 海 道 労 働 市 場 に お け る ギ グ エ コ ノ ミ ー の 存 立 意 義  

 

第 １ 項  需 要 面 か ら 見 た 利 便 性  

 

 北 海 道は日本 の資本主義化の過程で「辺境」・「内 国植民地」と し て位

置づけられる （千葉 ,1979）。特 に 1990 年代以後、全国的な不況 の影響

を 特 に強く受け、製 造 業 ・建設 業が地域から後退し た。家族構 成員の就

業 機会の喪失と離農、農家戸数の減少が広い範囲で進行し、結果 と し て

農地の激しい流動化、大幅な規模拡大 と 大規模経 営 の形成 ・ 展 開が今 後

も予想される （細山 ,2016）。  

 このように、今 後深刻化す る 農 業雇用 労 働 力 の不足問 題 に 対 し て、外

国 人技能 実習生が基幹的な役割 を担っ ていたこと を 北倉ら (2006;2011)

は指摘し ている。もはや農村周辺部から通 期 の日本 人 労 働 者 を確保す る

ことは不可 能である ため、北 海 道は継続的に 外 国 人 の「出稼ぎ労 働 者」

に依存せざる を得ない状 況である。  

しかしながら、 2020 年は新型コ ロナウイルス感染症（以下、 COVID-

19） の感染拡大防止対策による 入 国 制 限 によっ て、外 国 人技能 実習生 の

国 内 労 働 市 場への参入が大きく制約された。特 に 北 海 道 の耕種 農 業は積

雪による冬季休業 を余儀なくされる ため、制 度上の技能 実習期間である

3 年間（技能 実習２号）・ ５ 年間（技能 実習３号）ごとではなく、 1 年間

ごと に 新規労 働 者 （技能 実習１号） を受け 入れてきた 背 景がある (宮

入 ,2018)。 2020 年も複数年 に渡る 在留資格 に移行す ることはできず、

労 働 力 の減少に 直面し た （表 3-3）。技能 実習生受け 入れ先の 農家は常

雇い作業員を失い、営 農計画の変更を余儀なくされる 場 合もあっ たが、

こうし た社会的情勢を 背 景 に daywork 市 場は拡大 す ること となっ た （ 図

３―８）。外 国 人技能 実習生で充足されるはずだっ た 労 働需要を満た す

形で、 daywork は事 業 展 開 し た と言える。このように急激な需要変動に

対 し ても対 応 可 能である点に ギ グ エ コ ノ ミ ー 成 立 の 意 義がある。  

不測の 事 態 に併せて 道 内 に て拡大 す ること となっ た daywork 市 場で

あるが、前述の 通り国 内 のマッチン グ 総数は増加傾向にあり、北 海 道 に

限らず多くの地域 に て 運 用が定 着 ・拡大 し ている情勢が窺える （表 3-

2）。 daywork が包 括 す る手作業 の 農作業は多岐に渡る ため（表 3-1）、営

農計画の遅れを取り戻す際の 労 働 力増補機 能、あるいは家族従業員やパ

ー トタイマー のシフ ト調整 機 能 を daywork 市 場は持っ ている。天候状 況
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などで作業進捗が強く左右される 農 業 に おいて、１日単位で利 用できる

ギ グ ワ ー ク の恩恵は甚だ大きい。  

 また 外 国 人技能 実習生 制 度は、政策的矛盾や劣悪な就労 実 態 に関し て

課 題が多く、 2021 年 には日経 新聞が廃止を提言し たことで大きな話題

を呼んだ (日本 経済新聞 ,2021)。実際の政策動向については今 後も注視

せねばならないが、そ のような国 内 外からの批判を受け て、①受入れ体

制 の 整備に伴う高コ ス ト化、②高度専門人材教育への切り替え（ 特 定技

能 在留資格 の 整備）が進行し ている （宮入 ,2021）。このことは、除草作

業や一部野菜の播種 ・収穫作業など、長期 の 労 働習熟を必要と しない部

門に 限 っ た際、外 国 人技能 実習生 と異なっ て渡航費・住居費等の コ ス ト

を必要と しない daywork 労 働 者 の持つプレゼン スが、今 後 さらに高まる

可 能 性 を示し ている。  
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男性（千人） 女性 （千人）

平成19年 24年 29年 平成19年 24年 29年

総数 89.7 130.2 147.1 131.9 150.6 153.7

農耕従事者 43.1 72.4 86.3 92.3 103.3 103.9

養畜従事者 34.3 39.5 37.9 15.6 17.6 14.0

運搬・清掃・包装等従事者 3.8 5.2 4.7 13.1 12.8 14.2

事務従事者 2.3 3.9 3.8 6.8 10.3 9.7

生産工程従事者 0.8 1.9 4.8 1.0 2.0 5.3

販売従事者 1.3 2.5 3.9 2.0 2.9 3.4

表２−２　職業別農業雇用者の推移（男女計，雇用者計） 

資料：総務省「就業構造基本調査」より筆者作成。
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図3-8 技能実習生数とdaywork市場の推移
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dayworkマッチング総数（左軸）

資料：北海道[9,10,11]及びdayworkホームページに基づいて筆者
作成。
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第 ２ 項  供 給 面 か ら み た 社 会 的 機 能  

 

 上述のように狭隘な北 海 道 の地域 労 働 市 場は、現在でも就業 機会の乏

し さや賃金水準の低さ を指摘す ることができる。そ の上、 2020 年 の

COVID-19 危機は北 海 道 経済の基幹産 業である 観光業 ・飲食 業 に 大きな

影響を及ぼし、雇止めや失業、賃金 の低下を招いて おり、求 職 者は増加

の一途を辿っ ている （厚生 労 働省 ,2021）。  

 このような中、 daywork は道 内地域社会に お け る 新 たな就労 機会を創

出し ている。ヒアリン グ を 通 し て、労 働 者 に と っ て の daywork は家計補

助と し て の側面を持つ実 態が明らかになっ た。広範囲に点在 す る スポッ

ト 農作業がオ ン ラ イ ン上で取引されることで初めて、副業 と し て の 農作

業就労が可 能 になっ た。買い手市 場ながらも、 daywork の賃金水準は道

内 の法的な最低賃金である 861 円（時給・ 2019 年 10 月〜 2021 年 9 月間

施行）よりも明らかに高額である （ 図 3-9）。道 内 の平均月収 272,800

円と比較し ても、自身の休暇や遊休時間を活用 し た上で日当平均 7,416

円 (表 3-2)を得られる就労 機会は、家計補助と し て の役割 を十分 に担え

るもの と言えよう。  

 また、図 ３―１ と比較し た際、勤務地から自動車で 2 時間以上の位置

に居住す る 労 働 者も多く確認できる （ 図 3-10）。移動に伴うコ ス ト を加

味すれば最低賃金 を 大きく下回る ため、これらは給与面以外 に魅力 を感

じ、長距離の移動を伴っ ても余暇に出勤す る グルー プ群である と考えら

れる。観光や農村交流 を志向し 農作業 に従事 す る「渡り鳥」労 働 者や

（ 農林水産政策研 究 所 ,2017）、農 業 体験のような有料の ア クティ ビティ

が存 在 す ることからもわかるように、非農 業関係者 に と っ て の 農作業 に

は自然体験やリフレッシュ体験と し て の 機 能が存 在 す る。そうし た多様

なニーズを持つ層が厚みをもっ て 各地に点在 し て おり、 daywork はこの

ような人材を取り込んだ上で、生 産現場 に接続す る という文化振興の 機

能も有 し ている と思われる。  

 このように、 daywork が形成 す る 労 働 市 場は雇用 の受け皿及び文化振

興の 場 と し て 機 能 す る という労 働供給面からの 存 立 意 義が明らかになっ

た。  
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図3-9 dayworkにおける時給と応募倍率の関係

資料：Kamakura Industries提供資料より作成。
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図3-10 daywork利用労働者の分布

資料：dayworkホームページより筆者作成。
注：黒点は労働者のおおまかな居住地を示す。
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第 ６ 節  小 括  

 

 本 章 の 課 題は、農 業 労 働 市 場 に お け る ギ グ エ コ ノ ミ ー の 発達と 存 立条

件を明らかに す ることであっ た。各 節で明らかになっ たことは次の 通り

である。  

 第 2 節ではギ グ エ コ ノ ミ ー の 発 展過程 を 概 観 し、ギ グ エ コ ノ ミ ーが持

つ利便性 と ギ グ ワ ーカーが置かれている厳しい社会的情勢を示し た。  

 第 3 節では農 業 労 働 市 場 に お け る ギ グ エ コ ノ ミ ー の 成 立 と拡大 を確認

し た。そ の上で仲介手数料の免除という利点に加え、農協が労 働 力取引

を監督す る 特 殊な市 場補完機 能 を 果 た し ていること を示し た。地域 に根

づいた協同組合 と協力 す ることで、 daywork 市 場はギ グ ワ ーカー の保護

と柔軟性 を両立 し ている。  

第 4 節では北 海 道 を 事 例 に とり、ギ グ エ コ ノ ミ ーは急激な需要変動

にも対 応 可 能であること、農村近郊の社会に 新 たな就業 機会と 文化交流

の 場 を創出し ていること を示し た。 COVID-19 危機はギ グ エ コ ノ ミ ー化

を加速させる役割 を担っ た と言え、他地域 に お け る 発達過程 を 分 析 す る

ためには今 後 の調査・ 研 究 を待たねばならないが、農 業 セ クター に お け

る単純労 働 力 の 人材プ ールには、需給両面からの 存 立 意 義があること を

示し た。  

農 業 労 働 市 場 に お け る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、農村周辺部

に元来潜在 し ていた 労 働供給力 を顕在化させた上で生 産現場へと接合

し、農 業 の雇用 労 働 力不足問 題 を緩和す る 機 能 を持つ。しかし、①農村

周辺部であるが故に 労 働供給量に 限 界があること②農繁期 に 労 働需要が

集中す ること  によっ て、労 働 力獲得競争が激化しやすい構 造 となっ て

いる。この際に、ユ ー ザ ー による 利己的行動を抑制 す る ための 機 能 を オ

ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが保有 し ていないため、単独では市 場 機 能 を

維持できない点に 大きな限 界がある。  

以上を 総 括 す る と下記のようになる。  

 北 海 道 農 業は冬季休業 と短い作業適期、過疎といっ た 構 造的な課 題 を

抱えている。そ の上 2020 年、 COVID-19 危機 による 外 国 人技能 実習生 の

入 国 制 限 によっ て、常雇い作業員の減少を招いた。ギ グ エ コ ノ ミ ー の柔

軟な供給体 制 によっ て、道 内広域 に滞留す る 労 働 者 の遊休時間が有 効活

用 され、膨大な労 働需要への 労 働供給が可 能 となっ た。一般に、単純肉

体 労 働 の ギ グ エ コ ノ ミ ー 市 場 については未解決の 課 題が多い。しかしな

がら、従来人手不足であっ た 農 業 セ クター に おいてはそ の 利便性が高く
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評価 された上、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ーマーである Kamakura 

Industries は、収奪的な手数料という収益構 造 に 立脚し ていない。発

生 す る諸問 題 についても、各 農協が市 場 機 能 を補完し て おり、円滑な労

働 力取引を 可 能 に す る メカニズムが解明された と結論付け ることができ

る。  

 このように 本 章 の 事 例では、一般的なプ ラ ッ ト フ ォ ー ムで見られる顕

著な弊害が現時点では見られない。この要因は、第 1 に 農協介在 による

各 種 の調整、第 2 に補助金で事 業 運 営が行われ、現時点でプ ラ ッ ト フ ォ

ーマーが農協からサー ビ ス手数料を 徴収し ていないこと にある と思われ

る。よっ て、将来的に、農協にサー ビ ス手数料の負担が求められ、そ の

負担を 農家が一部でも負うようになれば、支払い可 能な賃金が低下し て

農 業 分野への 労 働 力供給が減少、あるいは農協介在 のシステム を 用いな

い他の プ ラ ッ ト フ ォ ーマーが参入 し た 場 合 に 農家による 労 働 者 の囲い込

みが進展 し て、現状 のような円滑な労 働 力取引ができなくなる 可 能 性も

否定できない。  

 本 章は、デ ジタル経済に お け る協同組合 の重要性 を示すものである。

仮に 農 業 労 働 市 場 に お け る ギ グ エ コ ノ ミ ーが前述のような特 殊 性 を備え

ていなければ、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ーマー の収益構 造は仲介手数料

に依存せざる を得ず、農 外資本への資金 流出は免れなかっ たであろう。

農 業 経 営への 大きな負担を招く上、労 働 者獲得競争の激化や賃金 の乱高

下、労 働 問 題 の深刻化に 直結し、全国的な市 場拡大 には至らなかっ た と

推測される。本 事 例 のように協同組合 によるサポー ト を 通じて、安定的

かつ持続的なギ グ エ コ ノ ミ ーが今 後も成 立 す る と すれば、他の 産 業 分野

に 対 し ても大きな示唆を与える重大な事 実 になるもの と思われる。  

農 業派遣や外 国 人技能 実習生 の受け 入れ、従来型オ ン ラ イ ン プ ラ ッ

ト フ ォ ー ム に 対 し て優位性 を持つ daywork が今 後 国 内 市 場で拡大 し てい

く中で、農協間の横断的な管 理 体 制 の 整備や、上位団体 による 総 合的な

協力は不可欠である と言えよう。ギ グ ワ ー クからの 労 働 力調達を前提と

す る 農 業 体 経 営が各地で可 能 になること になり、生 産 構 造や農地市 場へ

も変化が波及し ていくことが予想される。  
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第 ４ 章  ふ る さ と 納 税 オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に お け る 農 産 物 の サ

プ ラ イ チ ェ ー ン 構 造 と 返 礼 品 価 格 の 形 成 過 程  

 

 第 １ 節  本 章 の 課 題  

 

本 章 の 課 題は、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム によっ て提供される、

1,500 億円規模の 農 産 物 市 場である ふ る さ と 納 税 に おいて、「地場 産

品」 6のサプ ラ イチェー ン 構 造 と返礼品 の 価 格形成過程 を明らかに す る

ことである。  

まず、ふ る さ と 納 税 の 制 度 を 概 観 し、ふ る さ と 納 税 に 特 有なマーケ

ッ ト 構 造 と支配的ア クター の 存 在 を明らかに す る。次節では自 治 体 に お

け る 運 用 実 態 を 分 析 し、地場 産 品 のサプ ラ イチェー ン 構 造 と返礼品 の調

達システム を明らかに す る。そ の上で、ふ る さ と 納 税ポータルサイ ト と

関連事 業 者が持つ機 能 に 着 目 し、地場 産 品 のサプ ラ イチェー ン に 対 す る

市 場支配力 と、返礼品 価 格 に与える影響を明らかに す る。  

本 章は半構 造化イ ンタビュー によっ て デ ータ収集を行っ た。調査対

象は、① 2022 年 度会計の歳入でふ る さ と 納 税寄附金 額が占める 割 合が

10%を超えている、②地場 産 品 を主な返礼品 と し て採用 し ている 自 治 体

を抽出し、調査協力が得られた地方自 治 体 の 2 団体 と し た。イ ンタビュ

ー の 実施期間は 2023 年 7 月から 10 月までの 期間で、具体的な対象は担

当職員・ 生 産 者団体 ・関連民間事 業 者である。  

 

  

 
6  本 章では、地場 産 品 に関し て、総務省令による「当該都道府県等の区

域 内 に おいて 生 産 された 物 品又は提供される役務そ の他これらに 類 す る

もの」と 定 義 す る。  
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 第 ２ 節  問 題 の 所 在  

 

2008 年 に 開始された「ふ る さ と 納 税」は、国民が任意 の地方自 治 体

へ寄附を行うことで、所得税や住民税から税 額控除（減税措置） を受け

ることができる 制 度である。総務省 (2007)によれば、この 制 度 の 存 在 意

義 と し て、第一に 納 税 者が寄附先を 自主的に選択す ることで税 の 意識を

高める 機会になること、第二に 生まれ故郷や応援し たい地域 の環境を育

む支援となること、第三に 自 治 体側から国民に当該自 治 体 の 特 徴的な取

り組みを アピールす る 機会になることが挙げられている。  

ふ る さ と 納 税 制 度は、加速し続け る都市一極集中や、自 治 体間の 経

済格差問 題 に 対 す るソリューション と し て 設計された。地方で育ち、就

職や進学 を 機 に都市部に移り住んだ国民が、かつて の「ふ る さ と」への

寄附を 通じて恩返し を行うことが基本的には想定 されて おり、地方創

生 ・地域振興の一手段と し て 構築された 制 度である （保井 ,2017）。  

こうし た 制 度趣旨とは裏腹に、ふ る さ と 納 税は、単なる 通信販 売シ

ステム と化し ている と しばしば指摘される。寄附者は、支払っ た寄附金

額 に 応じた減税措置に加え、各 自 治 体から「返礼品」を受け取ることが

できる。この返礼品は、地場 の名産 品や宿泊招待券など地域ゆかりの 品

であることもあれば、ト イレッ トペーパーや洗剤といっ た日用 品、ある

いは、ポイ ン トカードや電子機器など換金 性 の高い物 品であることもあ

る。ふ る さ と 納 税 を 利 用 し て寄附を すれば、実質無償でこれらの「商

品」を受け取ることができる。現在行われている寄附は、上記のような

返礼品 を 目当て と し たものが大部分 を占めて おり、そ の 年間流 通 額は 1

兆円に届こうと し ている （ ふ る さ と 納 税ガイド ,2023a;b）。この巨額な

マネ ー を巡っ て 自 治 体間の過当競争や軋轢が社会問 題化し、実際に 年間

約数百億円もの寄附金 を受け 入れる 自 治 体が登場 す る一方、住民税が流

出す る都市部自 治 体 の多くからは制 度 に 対 す る不満が表明されている

（ NHK,2023;日経 グ ロ ーカル ,2022;嶋田 ,2019）。  

 これまでふ る さ と 納 税は、返礼品調達価 格 の上限 設 定、事務手続き簡

略化措置の 導 入、経費計上項目 の変更、地産地消の 定 義改訂など、総務

省令改正に お け る調整 と試行錯誤を繰り返し てきた 歴 史がある。マーケ

ッ ト デ ザ イ ンが未だ模索中の段階にあり、制 度 そ のもの を疑問 視 す る声

も多い中、この巨大 市 場が恒久的な存 在である とは決し て 限らない。加

えて、後述す るように、この １兆円市 場 を創出し 管 理 す る 立 場 にある の

は、極少数の民間の IT 企業群である。現在 流 通 す る ふ る さ と 納 税寄附

金 のほとんどは、取引を仲介す る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 者
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（以下、ふ る さ と 納 税ポータルサイ ト ） を介し て取引が行われている。

そ の ためポータルサイ ト委託費や仲介手数料の支払いが発 生 し て おり、

これらの原資と し て貴重な税収が消費されている （上村 ,2020）。またこ

れら IT 企業 によっ てサー ビ ス と し て提供される デ ジタル市 場、つまり

オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、寡占化による弊害が大きく、独占禁止

法に抵触す る 事 例も数多く散見される （公正取引委員会 ,2022）。ふ る さ

と 納 税 に関連す る 総務省令の 度重なる改正も、これらオ ン ラ イ ン プ ラ ッ

ト フ ォ ーマーが保有 す る影響力 に 対抗し て一部設計・施行されているこ

とが示唆されている （ 総務省 ,2023a;b;c）。  

  さらには、税 の公平性 の 観点からも問 題が指摘される。税負担が大き

い高額 納 税 者ほど控除の恩恵が大きくなる当該制 度は所得の逆再分配を

促し ている上（赤井 ,2020;）、負担原理 によっ て支えられる地方自 治 を

大きく毀損し ている と の見方もある （片山 ,2018;平岡 ,2019;2022）。そ

もそも、負担を伴わない節 税行為を「寄附」と表現す ること についても

問 題がある （ 金 井 ,2021;永田 ,2017;吉弘 ,2023）。そ の ため、財政学 者な

どからは段階的な改正や廃止すら提案されている （池上 ,2020;橋

下 ,2022;橋下・鈴木 ,2016）  

このように、社会的なコ ン セ ンサスが十分 に形成 されて おらず、未

だ不安定である 税収源の 存 在 を前提と し て、自 治 体 の予算案が決定 さ

れ、行政計画が策定 されている現行の ふ る さ と 納 税 をめぐる一連の 構 造

について、現状解明や問 題点の解明は、喫緊の 課 題 といえる。  
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第 ３ 節  ふ る さ と 納 税 制 度 の 概 観  

 

1.  ふ る さ と 納 税 の 歴 史  

 

ふ る さ と 納 税は、人口減少による 税収の減少や、地方と 大都市 の 格

差是正を 目的と し て 設計された 制 度である。西川一誠福井県知事 （当

時）などから提唱されたもので、 2006 年頃から導 入議論が高まり、第

一次安倍 内閣下の 2008 年 度 課 税から正式 に 導 入 された。  

図 4-1 は、ふ る さ と 納 税 の 概 念 図である。ふ る さ と 納 税 という名称であ

るが、実際には任意 の 自 治 体への寄附の形式 を と っ て おり、寄附金 額か

ら 2,000 円を差し引いた 額が所得税や住民税から控除される。加えて、

寄附者は寄附先自 治 体から何らかの返礼品 を受け取るケー スが多くなっ

ている。  

制 度 の 導 入 直 後こそ注目 されなかっ たもの の、自 治 体が返礼品 の 品

揃えを競っ て充実 させはじめたことや、制 度 の周知が行われたことで利

用が拡大 し てきた。しかし、一部の 自 治 体がふ る さ と 納 税 の受入 額 を増

やす ために、 Amazon ギ フ ト券や家電を返礼品 と し て提供す るなど、自

治 体間の返礼品競争が過熱し た。こうし た 状 況 に 対 す る 対 応 と し て、

「制 度趣旨を歪めているような自 治 体 を ふ る さ と 納 税 （ 特 例控除） の 対

象外 に す ることができる」（佐藤 ,2021）、ふ る さ と 納 税 に係る指定 制 度

が 2019 年 に 導 入 された。しかし 実際に指定 を取り消された 自 治 体は、

寄付先市町村

図4-1 ふるさと納税の概念図

資料：総務省をもとに著者作成。

注 ：１）会社員などの給与所得者であり、寄付先が５箇所以下の場合はワンストップ特例制度を利用でき、確

定申告が不要。

：２）会社員などの場合、住民税は給与より天引きされる。

居住市町村

税務署

寄付先市町村

①寄付

②返礼品・受領証明書

③受領証明書を
添付し確定申告

（注１）

④所得税の控除・
還付

⑤住民税額を通知

⑥減額された
住民税を納付

（注２）

寄附者
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これを法の遡及適応であり違法な国 の関与と し て、地方自 治法 251 条の

5 第 1 項に基づいた取り消し を 求め、最高裁まで争っ た のち、自 治 体側

が勝訴し た （中道 ,2020）。返礼品競争の抑制策と し て指定 制 度が導 入 さ

れたもの の、地方自 治 体 の返礼品決定 を巡る裁量に関す る議論が紛糾し

て おり、ガバナン ス に難を抱えている 状 況である。さらには制 度 の受

益・負担構 造や垂直的不公平の 問 題など、制 度 そ のもの の 課 題も温存 さ

れて おり、今 後 の 論点になりうる （佐藤 ,2021）。  

 

2.  ふ る さ と 納 税 市 場 の 定 量 的 デ ー タ  

  

 図 4-2 は、ふ る さ と 納 税寄附金 額 の推移である。ふ る さ と 納 税 の寄附

金 額は年々増加傾向にあり、 2022 年 には受入件数が 5,184 万件、受入

金 額が 9,654 億円になっ ている。潜在的な市 場規模は 2 兆 6,000 億円程

度 と推計されて おり（ ふ る さ と 納 税 ガ イ ド , 2023 ）、今 後も拡大 の余地の

あるマーケッ トである と考えられる。

 

  

  

図２ ふるさと納税寄付金額の推移
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寄附受⼊⾦額 寄附受⼊件数

図4-2 ふるさと納税寄附金額の推移

資料：ふるさと納税ガイド(2023)より筆者作成。

（単位：万件）（単位：億円）
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 図 4-3 に、ふ る さ と 納 税返礼品 のカテゴリ別 の 割 合 （申込数ベー ス ）

を示し た。ふ る さ と 納 税 の返礼品は、果 物や肉、魚を中心と し た 農畜産

物 ・ 食 品が主である。申し込み数のうち、果 物 と肉、魚介、米・パンで

全体 の約半数を占めている。次点で 12.1％を占める日用 品よりも、こ

れら食 品群の商品単価が高いこと を加味す る と、ふ る さ と 納 税 市 場全体

の少なくとも 5 割以上、 5,000 億円以上の寄附金が農 産 物関連のもので

あることが推測される。  

 ふ る さ と 納 税 に関す る 経費内訳の推移を示し た のが、表 4-1 である。

これら農 産 物 の調達費用は 3 割以下が好ましいと 総務省によっ て 設 定 さ

れている。表 4-1 によれば、 2019 年以降は 30％以下で推移し ている。

つまり、農水産 物 を返礼品 と す る寄附金 額が 5,000 億円程 度 と す る と、

単純計算でそ の 3 割弱、すなわち年間 1,500 億円程 度 の 金 額が返礼品 の

調達費用 と し て 農水産 業 に支払われている と思われる。  
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果物・フルーツ, 
17.4%

肉, 16.3%

雑貨・日用品, 
12.1%

魚介・海産物, 
10.4%

惣菜・加工食品, 
9.7%

米・パン, 8.1%

家電・電化製品, 
6.8%

酒瓶（ビール等）, 
2.7%

旅行券・ギフト券, 
1.6%

その他, 14.9%

図4-3 ふるさと納税返礼品のカテゴリ別割合

資料：ふるさと納税ガイド(2023)より筆者作成。

経費項目 2017 2018 2019 2020 2021 2022

返礼品の調達に係る費用 38.5 35.4 28.2 26.5 27.3 27.8

返礼品の送付に係る費用 6.6 7.7 7.7 7.7 7.7 7.6

広報に係る費用 1.5 1 0.7 0.6 0.6 0.7

決済等に係る費用 2.1 2.2 2 2.3 2.2 2

事務に係る費用、その他 6.8 8.8 8.1 8.6 8.6 8.6

合計 55.5 55 46.7 46.4 46.4 46.8

資料：総務省HP(2023)より筆者作成。
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3.  ふ る さ と 納 税 ポ ー タ ル サ イ ト の 役 割  

  

 この巨大な農 産 物 市 場 を提供す る のは、ふ る さ と 納 税ポータルサイ ト

と呼ばれる IT 企業群である。寄附者はこれらのサイ ト を 通じて、返礼

品 を見比べながら寄附先を検討し、申し込み、決済及びワ ン ス ト ッ プ 特

例 制 度 （ 図 4-4） の申請を行うことができる。各 自 治 体はサイ ト 経由で

申し込みを確認し、返礼品 の 発送などの 事務作業 に 着手す る。  

 これらポータルサイ ト を 利 用せず、銀行振込によっ て 自 治 体 に 直接寄

附を行うことは可 能であるが、ポータルサイ ト を 利 用 し た際と比べて寄

附者 の 利便性が損なわれる。表 4-2 に ふ る さ と 納 税 に お け る 特 定 自 治 体

への 直接寄附時と プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 利 用時の比較を行っ た。プ ラ ッ ト フ

ォ ー ム 利 用時の方が、掲載返礼品数が多く、多数の 自 治 体 を比較可 能で

ある。加えて、ソー ト ・検索機 能やレコ メ ンド、レビュー 機 能、そ し て

電子決済が利 用 可 能など、寄附者 に と っ て メリッ トがあり、利便性が大

きい。  

  

寄付先市町村

図4-4 ワンストップ特例制度の概要

居住市町村

寄付先市町村

①ふるさと納税時、ワンス
トップ特例申請書を提出

寄附者

②控除に必要な情報を共有

③翌年度分の住民税を減税

資料：マネーフォワード(2023)より筆者作成。
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 表 4-3 は、ふ る さ と 納 税 に関す る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を提供

す る 事 業 者 別 の基礎デ ータである。現在 流 通 し ている ふ る さ と 納 税受入

金 額 のうち、ほぼ全てがふ る さ と 納 税ポータルサイ ト 31 社を 経由し て

行われて おり、このうち 60％以上のシェア を上位４社が占めている。  

 表 4-4 に、ふ る さ と 納 税 に関す る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に お け

る返礼品 の検索方法を示し た。これらポータルサイ トは一般的なイ ンタ

ー ネ ッ ト 通 販サイ ト の 体裁をなし て おり、商品カテゴリーから絞り込み

ながら返礼品 を選定 す ることができる。  

   
  

事業者名 検索ボックス内のフレーズ 返礼品ソート手順

ふるさとチョイス なにをお探しですか？ ①寄附金額②地域

楽天ふるさと納税 キーワード検索
①寄附金額②返礼品ジャンル③寄附先

エリア（都道府県別）

ふるなび 返礼品のキーワード検索
①決済方法②特徴③カテゴリ④寄附金

額

さとふる お礼品のキーワードから探す
①カテゴリ別②並び替え順の選択（お

すすめ順、価格順など）

資料：各社HPより筆者作成。

事業者名 掲載自治体数 自治体採用率 シェア 掲載返礼品数 事業開始時期

ふるさとチョイス 1,642 94.3% 21.8% 486,826 2012年9月

楽天ふるさと納税 1,409 80.9% 18.7% 441,549 2015年7月

ふるなび 899 51.6% 11.9% 410,102 2017年7月

さとふる 1,113 63.5% 14.8% 656,328 2014年10月

資料：株式会社ふるさと納税総合研究所(2022)より筆者作成。



 77 

4.  現 行 の ふ る さ と 納 税 制 度 の 問 題 点  

 

 現行制 度 の 問 題点と し ては、本来は税収入 と し て 自 治 体 に寄附された

寄附金が、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ーマー に 流出し ていることである

(上村 ,2020）。ポータルサイ トは、寄附金 額 のうち、約 10%〜 15％を仲

介手数料と し て授受し ている。ふ る さ と 納 税 のほぼ全てがポータルサイ

ト を 経由し て行われていることから、寄附金 額 総 額 の 10％〜 15％程

度、年間 1,000 億〜 1,500 億円ほどの寄附金が、ポータルサイ ト に 流出

し ているもの と推測される。これはすなわち、寄附者が居住す る 自 治 体

が受け取るはずだっ た、あるいは寄附先の 自 治 体が受け 入れるはずだっ

た 本来であっ た 1,000 億円以上が、東京に 本社を置くこれら IT 事 業 者

に移転されていること と同義である。こうし た現状は、地方と 大都市 の

経済格差を解消す る というふ る さ と 納 税 の 制 度趣旨に そぐわないように

思われる。  

こうし た 状 況 に 対 す る是正措置と し て、「令和 5 年 総務省告示第 244

号ふ る さ と 納 税 の次期指定 に向け た見直 し」に おいて、①返礼品調達金

額＋関連経費の 総 額は寄付金 額 の ５ 割以下、②返礼品 の調達金 額は同・

３ 割以下、③ポータルサイ ト仲介手数料、ワ ン ス ト ッ プ 特 例申請及び寄

附金受領証に係る 事務手数料の 経費計上、の 3 点が厳格化された。  

当該告示の 発令以前は上記金 額が経費に計上されて おらず、実 態が

把握されてこなかっ た。本告示をもっ て初めて 流出金 額が可 視化される

こと になり、今 後も政府による 対 応が続くもの と予測される。  

以上のように、ふ る さ と 納 税はそ の 発足から常に試行錯誤の連続で

あり、今なお適切なマーケッ ト デ ザ イ ン を模索す る段階にある。しかし

ながら、指定 を取り消された 自 治 体 による訴訟の 事 例からも窺えるよう

に、自 治 体やポータルサイ トなどの ア クター に 対 し て政府が統制 を強化

すれば、強権的な政府介入 と し て糾弾されるリス ク を常に孕んでいる。  

また、ふ る さ と 納 税 を仲介す る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を提供す るポータルサ

イ トは、民間事 業 者が運 用、提供す る 営 利 目的のサー ビ スである。今

後、ポータルサイ ト間の競争が進み寡占ないし独占状 態 になっ た際は、

そ の 市 場支配力は更に強大なもの になる ため、適切な市 場 管 理がより困

難になる 事 態が予想される。  
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第 ４ 節  自 治 体 に お け る 運 用 の 実 態  

 

1.  調 査 先 の 概 要 と 定 量 的 デ ー タ  

 

 本 章 に お け る調査先事 例 と し て 2 つの 市町村（以下、 A 町・ B 町） を

選定 し た。  

 A 町は、北 海 道 の 道央部に位置し、人口 2,000 人以下、面積 200 平方

km 未満、歳入 額 40 億円前後 （令和 3 年 度 ）、年間ふ る さ と 納 税寄附受

入 金 額 4 億円前後 の町である。基幹産 業は農 業であり、農 業 生 産規模と

し ては、販 売 農家戸数 132 戸、年間産出額 24 億円、そ のうちの 19 億円

を米が占めている。  

 B 町は、 A 町に隣接し、人口 3,000 人以下、面積 50h 平方 km 未満、歳

入 額 40 億前後 （令和３ 年 度 ）、年間ふ る さ と 納 税寄附受入 金 額 7 億円前

後 の町である。 A 町と同じく基幹産 業は農 業であり、販 売 農家戸数 148

戸、年間産出額 27 億円、そ のうち 24 億円を米が占めている。  

 A 町と B 町はともに、過去に系統農協系などの 農 産 物 ・団体表彰を受

け たブラ ンド米を 生 産 し て おり、これがふ る さ と 納 税 に お け る主力商品

となっ ている。実際に、 A 町が受け取る寄附金 額 の 80%、 B 町も同じく

80%に 対 応 す る返礼品はそれらブラ ンド米となっ ている。  

 A 町と B 町に お け る、ふ る さ と 納 税寄附金 の 流 入 経路を 図 4-5、図 4-

6 に示し た。両町とも、直接申請による寄附はそれぞれ 3%、 1%未満と非

常に 限 定的であり、流 入源はふ る さ と 納 税 を扱うポータルサイ トからの

ものがそれぞれ 97.4％、 99.6％を占める。 A 町に おいては大手３社がシ

ェア を 分 け 合 っ ているが、 B 町は寄附金 額 の 6 割以上が特 定 1 社のポー

タルサイ トである。  
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さとふる, 

¥533,304,000 , 

62%
楽天ふるさと納税, 

¥137,074,000 , 

16%

ふるさとチョイス, 

¥87,114,000 , 10%

ふるなび, 

¥81,579,000 , 9%

ふるさと本舗, 

¥8,074,000 , 1%

セゾン, 

¥5,577,000 , 1%

ANA, ¥4,175,000 , 

1%
マイナビ, 

¥4,025,000 , 0%
直接申請, 

¥3,179,000 , 0%

auPAYマーケット, 

¥2,844,000 , 0%

資料：B町への聞き取りより筆者作成。

ふるさと
チョイス, 

¥104,520,

000 , 33%

楽天ふる
さと納税, 

¥107,440,

000 , 34%

ふるなび, 
¥93,810,000 

ANA, 
¥1,030,00

0 , 0%

直接申請, 
¥10,610,0

00 , 3%

資料：A町への聞き取りより筆者作成。
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 また、両町に お け る ふ る さ と 納 税関連経費の 内訳を 図 4-7 に示し た。

経費の 合計金 額は寄附金 に 対 し て ５ 割以下に抑えられて おり、返礼品 の

仕入れ価 格 に相当す る、返礼品 の調達に係る費用 に関し ても、それぞれ

25.6%と 25.5%であり、総務省が示す標準的な水準である ３ 割 を下回っ

ている。  

両町ともこれまでポータルサイ ト仲介手数料を 経費に計上し ていな

かっ た ため、省令への 対 応 後は、経費に計上される 金 額が 10％前後上

昇す る。経費の 総 額は 5 割までと 定められている ため、 A 町は返礼品 １

ロ ッ トあたりの 内容量を減らす、すなわち、返礼品 価 格 に転嫁す る措置

を と っ た。省令対 応 に伴う変更の要点を 図 4-8 に示し た。  

ただし、ワ ン ス ト ッ プ 特 例申請と寄附金受領証に係る 事務作業は両

町とも業務を 外部に委託せず、自 治 体 内で職員が行っ ていた ため、経費

計上金 額 に関し て の修正対 応はなかっ た。  
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25.6% 25.5%

14.7% 13.3%

0.0%
0.1%

0.9%
1.7%

8.6% 9.2%

50.2% 50.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

A町 B町

返礼品の
調達に係

る費用

返礼品の
送付に係

る費用

広報に係
る費用

決済に係
る費用

事務に係
る費用

自治体
受領分

資料：両町への聞き取りより筆者作成．
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2,500 

1,550 

1,500 

1,500 

100 

100 

900 

900 

1,500 

1,950 

500 

500 

3,000 

6,500 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

省令施行以前 省令施行以後

事務に係
る費用

決済に係
る費用

ワンストップ特例申
請・寄附金受領証明

書発行委託費用

自治体
利益

返礼品の
調達に係

る費用

返礼品の
送付に係

る費用

省令施行以前は経費計上さ
れておらず、実態が不明。

令和5年度10月1日以降経費

計上が義務化

省令施行前後に関わらず、
経費削減が難しい固定費

唯一の変動費。
省令施行に伴い、①②に

よって経費基準をクリア

ポータルサイト
仲介手数料

①経費総額を5割以
下にするため、寄附

金額単価を値上げ

②返礼品１
ロットあた

りの内容量

及び質を低
下させ削減

各
科

目

に
て

計
上

資料：総務省(2023a)及びポータルサイト各社から筆者作成。

注：１）省令施行以前、寄附金単価を10,000円に設定していた自治体の多くが、省令施行以後単価を13,000円

に変更していることに基づき、当モデルを作成した。

：２）本章で分析対象としたA・B町はワンストップ特例申請・寄附受領証明書発行を委託していないため、

当該費用は発生していないことに注意。

：３）ポータルサイト手数料＝寄附金額×15%、ワンストップ特例申請・寄附受領証明書発行委託費=500

円として試算。

寄附一口あたりの
受入金額[円]



 83 

 

2.  ふ る さ と 納 税 関 連 業 務 の 運 用 実 態  

 

 ふ る さ と 納 税 を 自 治 体が運 営 し ていく上での 業務プ ロ セ スは、以下の

ように細分化できる （表 4-5）。  

両町は、ふ る さ と 納 税 の注文 を 管 理 す る ための デ ータベー ス （以

下、 DB）ソフ トウェア を提供す る IT 事 業 者 （以下、 SaaS 7事 業 者 ） と提

携し ている。これらの SaaS 事 業 者は全国 に数多く存 在 し、特 に上位 5

社のシェアが大きい。これら SaaS 事 業 者は入札方式 を 通じて 各 自 治 体

と 業務契約を締結し、受注管 理全般に加え、地方税ポータルサイ ト

eLTAX と の連携などの 機 能 をサー ビ ス と し て提供す る。これによっ て 自

治 体 業務は相当に省力化されているが、それでも各町で週あたり 40 時

間の 業務負担が依然と し て 存 在 し ている。  

寄附金受入 と返礼品送付は、複数のポータルサイ ト を 経由し て行わ

れる ため、一元化し て 管 理 す る必要がある。加えて ワ ン ス ト ッ プ申請の

フ ラ グチェッ ク （申請有無の確認）、ワ ン ス ト ッ プ申請書と受領証明書

の 発行状 況 の 管 理など、ふ る さ と 納 税 に 特 有 の 業務工程も多い。  

SaaS 事 業 者へ業務委託を行わず、上記工程 を 自 治 体 職員が内 製 し て

実行す る と し た 場 合、新 た に 発 生 す る 事務作業 （ポータルサイ ト 各社か

ら CSV ファイルの イ ンポー ト、 Excel 等表管 理ソフ トへの 入 力、受注確

認、デ ータ入 力、フ ラ グ 管 理、証書印刷、封入、封緘など） の時間を １

件あたり 15 分 と仮定 し ても、週あたりの受け 入れ件数が約 400 件から

600 件であること を考慮すれば、毎週 90〜 135 時間もの時間を 新 た に要

す ること になり、現実的な運 用ではない。自 治 体 の ふ る さ と 納 税関連業

務の SaaS 事 業 者への 外部委託は必然的である。  

 

  

 
7  注： Software as a Service  
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業務工程 業務時期 業務内容詳細 業務の委託・提携状況

A町 B町

受注管理 通年
専用のDB（以下、データベース）管
理ソフトウェアを用いて、期間内の
受注数量を確認

DB管理ソフトウェア提供事
業者（以下、SaaS事業者）
と通年契約）。これにより
複数のオンラインプラット
フォームからの注文を一元
化して管理可能

DB管理ソフトウェア提供事業
者（以下、SaaS事業者）と通
年契約（月77,000円）。これ
により複数のオンラインプ
ラットフォームからの注文を
一元化して管理可能

フラグチェック 通年
DB上で①決済状況②ワンストップ特
例申請の有無　を確認し、適宜対応

〃 〃

発注 通年
受注内容に応じて返礼品を調達・発
注

生産者団体に対して返礼品
を発注。送り状を印刷し、
発送業務を担当する第3セ
クターまで配達。その後も
送り状の控えを補完・管理

精米業者に対して返礼品を発
注

ワンストップ特例申請書及び
受領証明書の発行・送付

通年

寄附者に対して受領証明書を発行・
送付。ワンストップ特例希望者に対
してはワンストップ特例申請書も同
封

自治体職員による。イン
サーターを導入し、封入封
かんを自動化

自治体職員による。インサー
ターを導入し、封入封かんを
自動化

ワンストップ特例申請に関す
る追加対応

通年

①オンラインプラットフォーム経由
でふるさと納税を行ったがデータに
欠損のある寄附者　②直接申請した
寄付者　等の情報をDBに手入力

自治体職員による 自治体職員による

ワンストップ特例申請の確認 11〜12月
ワンストップ特例申請書未提出者を
リストアップ。荷電等による確認

自治体職員による 自治体職員による

各寄附者居住自治体への通知
通年（ただし、前
年度分については
1月10日必着)

ワンストップ特例申請条件を満たし
た寄附者について、個人情報と控除
額を居住自治体まで通知

DBがeLTAXと連携し、各寄
附者居住自治体への通知書
を自動作成・送付

DBがeLTAXと連携し、各寄附
者居住自治体への通知書を自
動作成・送付

ふるさと納税に関する問い合
わせ対応

通年（11〜1月が
ピーク）

返礼品に関する問い合わせや、ワン
ストップ特例申請書・受領証明書の
確認などの電話対応

自治体職員による 自治体職員による

資料：両町への聞き取りより筆者作成。

注：１）編み掛け部はSaaS事業者との業務提携契約によって省力化が可能な業務工程。ただし、「ワンストップ特例申請書及び受領証明書の発行」には追加費用が

発生するため、A・B町はサービスを利用していない。
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3. 返 礼 品 の サ プ ラ イ チ ェ ー ン と 価 格 形 成 の メ カ ニ ズ ム  

 

 A 町と B 町から返礼品が配達されるまでのサプ ラ イチェー ン （ 物 流 ）

を 図示し たものが図 4-9、商流 を 図示し たものが図 4-10、図 4-11 であ

る。  

 A 町は、 3 日ごと に返礼品受注量を とりまとめ、返礼品 を供給す る 管

内 の 生 産 者団体へ発注す る。生 産 者団体は、これを受け て 管 内 の A 町振

興公社に返礼品 を 納 品 す る。この振興公社は生 産 者団体から販 売 を受託

し て おり、注文 を受け てから梱包 ・ 発送業務を行っ た のち、返礼品が配

送業 者 に引き渡される。  

 B 町は、毎年 9 月に返礼品 の見込み年間受注量を 生 産 者団体 に 通達し

た上で、週ごと に返礼品受注量を取りまとめ、管 内 の精米業 者へ発注し

ている。注文 を受け た精米業 者は商品 を B 町振興公社へ納 品 し、ここで

返礼品 の梱包 ・ 発送業務が行われる。このように返礼品 の 発注過程 に お

いて、在庫管 理 と 発送業務は管 内 の 業 者や第三セ クターである振興公社

に委託す ることができる。  

 自 治 体が販路拡大 を画策す る上で、供給上のボトルネ ッ ク となっ てい

る のは自 治 体 職員の 業務負担であっ た。両町とも、ワ ン ス ト ッ プ 特 例申

請と寄附金受領証に係る 事務作業 を SaaS 事 業 者 に委託し ていないた

め、ワ ン ス ト ッ プ 特 例申請書を書面で確認し、 DB と照らし 合わせた上

で、デ ータ入 力 を行う業務工程が発 生 す る。加えて、 DB 上は申請し て

いる にも関わらず書面の提出がない寄附者 に 対 し ては別途、確認の手間

（架電・ メ ール）が発 生 す る。ワ ン ス ト ッ プ 特 例申請の 通達期 限が 1 月

30 日である ため、例 年 12 月から 1 月に 業務負荷が特 に集中す る 構 造 に

なっ て おり、この時期 に お け る A 町の担当職員の 労 働時間は 56 時間 /

週、 B 町の 場 合は法的な労 働時間上限 に抵触しかねない状 況 にある。 A

町の返礼品受注件数は約 2 万件、 B 町は同じく約 3 万件であり、状 況か

らす る と SaaS 事 業 者 に委託せずに 対 応 可 能な上限数はこの辺りであろ

う。このボトルネ ッ ク を解消す る ためには SaaS 事 業 者 に当該業務を 外

注す る しかない。しかし、ワ ン ス ト ッ プ 特 例申請書１件あたり 200 円、

受領証明書発行１件あたり 180 円が相場 価 格 となっ て おり、費用負担が

大きいことから、委託を躊躇す る 状 態 にあっ た。  

以上のことから推察す る に、ふ る さ と 納 税 業務担当職員１ 人あたり

返礼品 発注数 3 万件前後 を境に、ワ ン ス ト ッ プ 特 例申請及び受領証明書

発行事務を委託す る必要性が生じるもの と思われる。  
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 寄附金 額 の ３ 割以下であることが求められる返礼品調達価 格 について

は、両町とも発注先（ 生 産 者団体 ）からの 価 格提示 8を受け て それを採

用 す る プ ロ セ ス を取り、自 治 体側に 価 格 設 定権はない。そ の ため、経費

総 額 ５ 割 の 制 限 を クリア す る ためには、上記のような決済及び事務に係

る費用がまずは寄附金 額から控除され、これらに基づいて返礼品 １単位

あたりの寄附金 額、つまり寄附金 額 に 応じた返礼品 の数量単位が決定 さ

れること になる。  

  

 
8  ⽣ 産 者 団 体 は 、 市 場 価 格 に 基 づ い て こ の 販 売 価 格 を 設 定 す る 。  
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A町 生産団体
第３セクター

（振興公社）
配送業者 寄附者

B町 生産団体 精米業者
第３セクター

（振興公社）
配送業者 寄附者

資料：両町への聞き取りより筆者作成。

寄附者 ポータルサイト

A町

A町

生産団体
第３セクター
（振興公社）

配送業者

①注文・決済 ②受注連絡

⑦寄附金振込 ③発注

④引き渡し⑤引き渡し

⑥配送

資料：A町への聞き取りより筆者作成。

寄附者 ポータルサイト

A町

B町

精米業者
第３セクター
（振興公社）

配送業者

①注文・決済 ②受注連絡

③発注

④引き渡し⑤梱包後受け渡し

⑥配送 ⑦寄附金振込

資料：B町への聞き取りより筆者作成。



 88 

 

4. ポ ー タ ル サ イ ト の 存 在 が 与 え る影響  

 

 本 事 例 に おいても、ポータルサイ トは寄附金受入から返礼品配送に至

る一連の プ ロ セ ス のほぼ全て を担っ ていた。また そ の 内訳と し て、 A 町

は大手３社によっ てシェアが 3 等分 されている一方、 B 町は大手１社が

シェア ６ 割以上を占める寡占状 態 となっ ている。こうし た 市 場 構 造は、

ポータルサイ ト 各社が、 A 町に 対 す る仲介手数料の引き下げを検討しう

るような競争状 態 にある。一方、 B 町に 対 し ては、仲介手数料の値上げ

を行えるだけ の 市 場支配力 を １社が保有 し ている と言える。  

今 後、競争下にある複数のポータルサイ トが自 治 体ごと に仲介手数

料を随時変動させる、ポイ ン ト還元を 導 入 す るなど、競合サイ ト を 意識

し たシステム の ア ッ プ デ ー ト を繰り返すならば、 SaaS 事 業 者への 業務

委託を行わずに、自 治 体 職員による ふ る さ と 納 税関連業務を 自 治 体 職員

の手作業中心で運 営 し ていくのは実質的にもはや不可 能であるように思

われる。ふ る さ と 納 税 市 場 自 体が急速に拡大 し不定 期 に 制 度変更が繰り

替えされている中、自 治 体がふ る さ と 納 税関連業務を滞りなく実行す る

ためには、ふ る さ と 納 税 に 特化し た DB 管 理システムが必要不可欠であ

る。しかし一般に、 DB の乗り換えには大きな業務負荷がかかり、特 に

ふ る さ と 納 税関連業務はマイナンバー を含めた個人情報を多分 に含むた

め、ふ る さ と 納 税 DB 管 理システムは一度 導 入 すればス イ ッチン グ コ ス

ト の高いイ ン フ ラである。ふ る さ と 納 税 制 度が今 後も存続すれば、デ ー

タセ ッ ト蓄積に伴っ て、これら SaaS 事 業 者 の 価 格交渉力は次第 に増大

す るもの と推測される。基本契約料金やオ プションサー ビ ス の値上げが

計画された際に、日本 各地の 自 治 体がこれに 対抗できるかは疑問であ

る。現行の 制 度 運 用方針に則れば、ふ る さ と 納 税 の 経費項目 には 5 割 と

いう上限がある ため、 A 町の 対 応 のように、寄附金 額 に 対 す る返礼品減

量や品質引き下げといっ た 対 応が行われざる を得ないであろう。  

 

第 ５ 節  小 括  

 

 本 章では以下の点が明らかになっ た。第一に、政府統計からふ る さ と

納 税 市 場 を 概 観 し、 1,500 億円規模の 農 産 物 市 場が成 立 し ていること、

地方自 治 体 の返礼品決定 を巡る裁量と それを統制 しようと す る政府の間

で課 題 を抱えている現状 を明らかに し た。第二に、この 農 産 物 市 場は従

来の 市 場 とは異なり、ポータルサイ ト 各社や SaaS 事 業 者 といっ た 特 有
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の ア クターが複数介在 す ること、これら IT 事 業 者が持つ市 場支配力 の

存 在 を明らかに し た。第三に、自 治 体 の 運 用 実 態から、自 治 体 の 業務処

理 能 力がボトルネ ッ ク となっ ていること、事務手数料が寄附金 額 に 対 す

る返礼品数量の決定要因となっ ていること を明らかに し た。  

ふ る さ と 納 税 市 場 に お け る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、自 治 体

に 納められるはずであっ た住民税相当額 と、各 自 治 体が提供す る返礼品

をマッチン グ させることで、農 産 物 の 新 たな販路を創出す る という機 能

を持っ ている。しかしながら、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 市 場支配

力が強大である上、自 治 体 職員の 労 働量がボトルネ ッ ク となっ て供給量

が制 限 されて おり、これを解消す る ためには農 産 物 の 価 格及び質が低下

せざる を得ないような市 場 構 造 となっ ている。そ の ため価 格転嫁が難し

く、高付加価値化商品 の 販 売チャネルと し ては適さないという限 界 を抱

えている。  

 本 章 の 成 果から得られた示唆と し て、自 治 体 管 外 の 事 業 者への寄附金

流出が問 題である という立 場 に 立 てば、現在、 SaaS 事 業 者が担っ てい

る ふ る さ と 納 税 DB システム 領 域は、政府主導 のもと、 eLTAX と併せて

全国一律の公的サー ビ ス に 包 括 されるべきである と考えられる。 SaaS

事 業 者 各社と 各 自 治 体が個別 に 業務契約を締結す る現行制 度では、市 場

の 実 態把握が難しく、政府によるガバナン ス を弱める一因になっ てい

る。個人情報保護などの 観点からの懸念も大きい。先述し たように 自 治

体側の ス イ ッチン グ コ ス トが高く、競争原理 による コ ス ト低下が生じづ

らいため、民間委託による寄附金 の民間事 業 者への 流出を看過す る必要

性はないもの と思われる。一方、ポータルサイ ト 各社は国 内 に おいて 通

販サイ ト と し て の プレゼン ス を 既 に確立 し ている上、様々な施策を 用い

て日々熾烈な競争を繰り広げて おり、政府主導 による公的サー ビ ス によ

るシェア拡大は簡単ではないのも事 実である。  

今 後 の 展 望 と し て、農 業 市 場 研 究 に お け るポータルサイ ト 分 析 の重

要性は今 後増し ていくもの と考えられる。ふ る さ と 納 税はこれからも成

長が予測される巨大 農 産 物 市 場であり、これらの 経済的ア クターが持

つ、農 業 生 産基盤に 対 す る影響力も漸増し ていくもの と推測される。特

に 本 章 に おいては、ポータルサイ ト間の競争が激化す る中で、自 治 体単

位で仲介手数料が変動す る 可 能 性が示唆された。競争原理 に則り、時期

や返礼品 の 品 目 に 合わせて仲介手数料を変動させるような経 営判断も予

想されるが、これは一見し ても、同一金 額 の寄附金 額であっ ても自 治 体

間で手取り額が異なる 場 合も出てこよう。加えて、本質的には、ふ る さ

と 納 税 自 体が実質的な負担なしで農 産 物 を 入手できる仕組みであり、国
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民の 農 産 物 の 内的参照価 格 を撹乱し、ふ る さ と 納 税以外 のチャネルと の

間での公平な競争を阻害しかねず、今 後 の議論が待たれる。  

問 題 の多いふ る さ と 納 税 制 度であるが、都市一極集中に伴う地方間

の 経済格差解消に与し ていることもまた 事 実である。世界 にも類 をみな

い独自 の 制 度であっ て、適切なマーケッ ト デ ザ イ ン を 構築す ることがで

きれば、同様 の 課 題 を抱える先進諸国 に 対 し てソリューション を提供で

きる。そ の際、蓄積し た ノウハウを活かし て他国 に プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を

輸出す ることも可 能である。  
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第 ５ 章  産 直 EC プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に お け る 農 業 生 産 者 の 価 格 戦 略 の 特

徴  -他 チ ャ ネ ル と の 比 較 分 析  

 

第 １ 節  本 章 の 課 題  

 

本 章 の 課 題は、産 直 EC プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 9を 利 用 す る 生 産 者 を 対象

に、農 産 物 の 価 格 戦 略 の 特 徴 を、産 直 EC プ ラ ッ ト フ ォ ー ム以外 のチャ

ネルと の比較、ならびに 産 直 ECPF チャネルからの 制約要因の 分 析 を 通

じて明らかに す ることである。商品 価 格 の 設 定 に際し てどのようなシグ

ナルを採用 し ている のかを検証し、販 売 価 格が設 定 される メカニズム を

明らかに す る。  

以上の 課 題 を明らかに す る ため、まず、産 直 EC 市 場 の 概 況 を 整 理

し、分 析 す る 対象領 域 を明確に す る。次に 生 産 者 による 販 売活動の 実 態

を明らかに し た上で、産 直 EC 市 場 に 特 有なマーケッ ト 構 造 を示す。最

後 に、そうし た要因が如何様 に 経 営判断に反映されているかを 分 析 し、

販 売 価 格 設 定 の メカニズム を明らかに す る。  

また、本 章 に関わる調査は 2022 年 ５月〜７月に、産 直 EC 事 業 者 １

社、産 直 EC を 利 用 し て 販 売活動を行う生 産 者 ３社に 対 し て半構 造化イ

ンタビュー によるヒアリン グ を行っ た。調査対象生 産 者 を選択し た 理由

は、①複数の 産 直 ECPF を並行し て 利 用 し ていること  ②産 直 ECPF 各サ

イ ト の 販 売高ラ ンキン グ に掲載されて おり、生 産量が多いと推測された

こと、③北 海 道 に 所 在 し て おり、主要顧客層である 大都市圏からの送料

が一律であること、以上の 観点から調査事 例 を選定 し た。  

 

第 ２ 節  問 題 の 所 在  

 

近 年、 E コマー ス プ ラ ッ ト フ ォ ー ム （以下、 ECPF） ビ ジ ネ スが急成長

し ている。プ ラ ッ ト フ ォ ー ム （以下、 PF） ビ ジ ネ スは、取引・交換の 場

となる PF を 構築し、そ の PF 上で顧客間の相互作用 を 通じた財・サー ビ

 
9   従来の EC 事 業 領 域 と区別 す る ため、本 章では、生 産 者が消費者へ

農畜産 物及び水産 物 を 直接に 販 売 す ることができる オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム を 産 直 ECPF、このサー ビ ス を提供し、仲介手数料を 徴収す る

ビ ジ ネ スモデルの民間事 業 者 を 産 直 EC 事 業 者 と 定 義 し、以下呼称す

る。  
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ス の交換から収益を得る ビ ジ ネ スモデルである （ ク スマノら ,2020;矢

作 ,2021）。従来の卸・ 小 売 業 ビ ジ ネ スは売買差益を収益源と し相対的に

閉鎖的な取引関係である一方、 PF ビ ジ ネ スは取引の仲介手数料を収益

源と し 開放的な取引関係を 特 徴 と す る （矢作 ,2021）。急速に進む取引方

法の デ ジタル化は、 PF ビ ジ ネ ス の 特 徴 を さらに強化し ている。  

こうし た トレンドは農水産 物 に おいても同様であり、オ ン ラ イ ン上

の PF に て仲介される 農 産 物 市 場 （以下、産 直 EC 市 場 ）が急拡大 し てい

る。特 に「食べチョク」「ポケッ トマルシェ」に代表される 産地直送 E

コマー ス プ ラ ッ ト フ ォ ー ム （以下、産 直 ECPF） の 成長が著しい。  

 これまでに 研 究 されてきた 農 産 物 の EC 販 売 と比較し た際、農 業 ・ 食

品 分野の デ ジタル PF ビ ジ ネ スである 産 直 ECPF は、農 業 生 産 者 と消費者

が直接結びつき、生 産 者が消費者 に 農 産 物 を 直接販 売できる点に 特 徴が

ある。この 特 徴から、産 直 ECPF は生 産 者 の 価 格決定 の裁量権を 大きく

す る、つまり自由な価 格 設 定 を 可 能 と す る （伊藤 ,2017 1 0）。そ の ため、

市 場 価 格よりも高い価 格での 販 売や高収益をもたらす 可 能 性がある。し

かし、設 定 し た 価 格でそ のまま販 売 可 能 とは限らない上に、産 直 ECPF

以外 のチャネルでの 価 格 設 定 ・形成 に 制約されることなく、産 直 ECPF

での 価 格 設 定が可 能であるわけでもない。  

また、兼業 農家・ 年 金受給世帯といっ た、農 産 物 の損益分岐点が異

なる プレイヤーが入り混じっ ている 農 業 セ クター に 特 有 の 事情を加味す

れば、生 産 者が自由に 価 格 設 定 を行うこと によっ て、不当廉売が生じて

いる 可 能 性も排除しきれない。このような問 題は実際に 農 産 物 直 売 所 に

おいて 生じて おり、「やりがい」重視 の 売り手による過度な廉売や、近

隣農家を巻き込んだ過当競争を防止す る ための イ ン セ ンティブ設計の重

要性が指摘されている （林田ら ,2020）。新興市 場である 産 直 EC 市 場 に

対 し てもこのような実証分 析 を試みる必要がある と考えられる。産 直

ECPF を 利 用 す る 農 業 生 産 者 を 分 析 し た 研 究は少ないが存 在 す る （王・

大島 ,2021）。ただし、既 存 流 通 の 課 題 を克服す るチャネルと し て そ の 特

徴などが分 析 されているが、そこでの 価 格 設 定やそ の 既 存 流 通 と の関係

性が考察されているわけではない。  

 

  

 
1 0  伊藤 (2017)の「異業 種系サイ ト」に、本 論 文でいう産 直 ECPF は包含

される。  
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第 ３ 節  農 産 物 EC 市 場 と 産 直 EC プ ラ ッ ト フ ォ ー ム  

 

1.  農 産 物 EC 市 場 の 概 要  

 

近 年、卸売 市 場や直 売 所 といっ た主要な流 通ルー ト に 対 し て、 ICT 技

術を 利 用 し た 市 場 外 流 通 ビ ジ ネ スが活発化し ている。 EC モール、宅配

ミ ールキッ ト、産 直卸売 流 通、規格 外 品 流 通など、多様な主体が EC 産

業 に参入 し、複雑化し ている 物 流や商流 （木立 ,2020;末永 ,2021） に 対

し て、産 直 ECPF 上で生 産 者 と消費者が直接に取引を行い、生 産 者が商

品 を 直 に 発送す る 産地直送型 EC 販 売、いわゆる 産 直 EC が特 に注目 され

ている。  

産 直 EC 市 場は、 2020 年 新型コ ロナ感染症（ COVID-19） の感染拡大 を

背 景 に急速に拡大 し た。販路が狭まっ た 生 産 者、ステイホー ム により外

食 の 機会が減少し た消費者 による 利 用が急増し、 2020 年時点の 市 場規

模は前年比の 20.0 倍、 40 億円前後 となっ て おり、今 後 の 市 場 の伸びは

緩やかになりつつも、徐々に 定 着 し ていくもの と予測される （富士 経済

グルー プ ,2021）。  

 従来、イ ンター ネ ッ ト を 通 し て 食料品 を購入 す る購買層は所得が高い

ことが指摘されてきた （平泉 ,2019）。産 直 EC を 利 用 す る購入 者 にも同

様 の傾向は見られ、「食卓をより豊かに し たい」という都市圏一般家庭

からの 利 用が主である （堀内 ,2021;伊藤 ,2014）。新鮮かつ希少な食材の

ス ト ーリー 性 を楽しむ、ハレの日やコ ト消費と し て の側面が強いこと、

生 産 者からの 産地直送であること 自 体 に付加価値があることも併せて指

摘されている。  

 

2.  産 直 ECPF の 特 徴  

 

生 産 者 自身が運 用 す るウェブペー ジ を 通 し て の 産地直送販 売 （以

下、自社 EC） と比較し た際、産 直 EC は多数（ 各社 2,000〜 7,500 件前

後 ） の 生 産 者が出品 し ている デ ジタルマーケッ トである。自社 EC と 産

直 EC の 機 能 を比較し た際、以下の ４点の違いが存 在 す る。  

第 １ に一覧性である。各 産 直 EC サイ ト に おいて、消費者は複数の 生

産 者 ・ 品 目 を一覧し、そこから自身のニーズに 合致し た商品 を選択す る

ことができる。対 し て複数の 自社 EC サイ ト を同時に閲覧し、各商品 の

情報を取捨選択す る 労 力は大きい。  
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第 ２ に決済代行機 能である。任意 の 産 直 EC に て一度支払い方法を登

録すれば、再度 利 用時に改めて支払い情報・配送先住所 を 入 力 す る必要

はない。複数の 自社 EC サイ ト を 利 用 す る際にはそ の都度、個人情報入

力 の手間が発 生 す る。  

第 ３ にレーティ ン グ 機 能である。各 産 直 EC の商品ペー ジ には、購入

者からの購入レビュー及び定量的レーティ ン グ （ 概ね５段階評価 の形を

と る ）が蓄積し て おり、新規の消費者 に と っ て商品選択の基準となる。

自社 EC にはそうし た消費者レビューは存 在 し ていないか、好意的な内

容のもの しか掲載されないことが一般的である。  

第 ４ に ト ラブル仲裁機 能である。取引過程 に おいて 発 生 し た何らか

の ト ラブルが発 生 し た 場 合、産 直 EC 事 業 者は生 産 者 ・消費者 の両者 に

対 し てヒアリン グ を行い、返金 対 応等の解決策を講じることができる。

対 し て 自社 EC を 通 し た購入 に て ト ラブルが発 生 し た 場 合、これを 第三

者が調停す る ためには法的手段以外 にないが、商品 ロ ッ トが小 さく商品

単価が低い個別配送であること を考慮すれば、現実的な解決手段とは言

えない。    

これらの 機 能 のいずれも、単独の 生 産 者が運 用 す る 自社 EC では獲得

は困難である。  

以上、産 直 EC 市 場は、国 内全体 の 食料品 流 通量と比較すれば狭小な

市 場規模ではあるもの の、高単価なニッチ商品 の 新 しい販路と し て、今

後も存続し ていくであろう現況 を 概 観 し た。また、農水水産 物 の 産地直

送に 特化し た デ ジタルマーケッ トであり、従来の EC モール、自社 EC と

は区別 されること、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と し て独自 の 機 能 を提

供し ていることが判明し た。  
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第 ３ 節  産 直 EC を利 用する 生 産 者 の経営 実 態  

 

1.  事例生 産 者 の経営 概 要 と販売チ ャ ネ ル  

 

本 論 文では、産 直 EC を 利 用 し て 販 売活動を行う生 産 者 を 対象と し、

分 析 を行う。  

表 5-1 に 事 例 生 産 者 の 概要を示し た。３つの 事 例 生 産 者 ともに 北 海

道 に 所 在 し、いずれも経 営形態は法的には法人 経 営であるが、家族労 働

力中心の家族経 営 の 性 格が強いといえる。  

生 産 者 X は、 1990 年 に 営 農 を 開始し た 農家で、現在 の 経 営 者 に 経 営

が継承された のは 2005 年である。労 働 力は経 営 者夫婦と そ の親夫婦の

４名、雇用従業員４名である。ビニールハウス 27 棟でトマト と ミニト

マト を栽培し、それらから加工される トマト ジュー スも販 売 し ている。

2022 年 の 売上高は 7,000 万円である。産 直 EC 販 売 品 目はトマト ジュー

ス のみである。  

生 産 者 Y は、 2013 年 に現経 営 者が営 農 を 開始し た。労 働 力は経 営 者

夫婦と雇用従業員１名である。ビニールハウス 26 棟でア スパラガス を

栽培す る。 2022 年 の 売上高は 1,500 万円、産 直 EC 販 売 品 目はア スパラ

ガスである。  

生 産 者 Z は、明治時代に 営 農 を 開始し た 農家で、現経 営 者 に 経 営が

継承された のは 2010 年である。労 働 力は経 営 者夫婦と母、長男・次男

の ４名、雇用従業員はいない。経 営面積は 55ha で、ごぼうと玉ねぎ、

キャベツ、ビ ー ト、長いも、小豆などを栽培す る。 2022 年 の 売上高は

6,150 万円である。産 直 EC 販 売 品 目は小豆のみである。  

生 産 者 X はトマト、生 産 者 Y はア スパラガス を主品 目 と し、卸売 業

者や小 売 業 者など、多様な取引先への 販 売チャネルを保有 し ている。一

方で生 産 者 Z は多品 目 生 産で、農協出荷を主と す る 生 産 者である。各 生

産 者 とも所 在地が北 海 道であり、他府県と比較し て 大規模経 営であるこ

とは共通 し ている。各 生 産 者 ともすでに 販 売チャネルを確立 し ている に

も関わらず産 直 ECPF に参入 し た 理由は、 2019 年ごろ、各 産 直 EC 事 業

者からの 営 業活動を 通じて、商品掲載依頼を受け たこと による。  

図 5-1 は各 生 産 者 の 販路の 内訳を示し ている。生 産 者 X は自社が直

接保有 す る 販 売サイ ト （ 自社 EC）（ 60%。売上高に占めるシェア。以下

同じ） と卸売 業 者 （ 37%）、生 産 者 Z は農協への出荷（ 97%） を主要な販

路と し て おり、ともに 産 直 EC への依存 度は低い。一方、生 産 者 Y は売
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上高全体 の 24％を 産 直 EC から得て おり、主要な販 売チャネルとなっ て

いる。これ以外 の 販 売チャネルは、卸売 業 者 （ 30%）やス ーパー と の 直

接取引（ 30%）が主となっ ている。  

 

  

事例名 X Y Z

個人事業/法人 法人 法人 法人

所在地 北海道 北海道 北海道

創業時期 1990年 2013年 明治時代

現経営者就業年 2005年 2013年 2010年ごろ

家族労働力内訳
経営者夫婦・

先代夫婦
経営者夫婦

経営者夫

婦・母・長

男・次男

雇用従業員数 4 1 0

作付規模 ハウス27棟 ハウス26棟 55ha

作付品目

トマト・ミニ

トマト・トマ

トジュース

アスパラガ

ス

ごぼう・玉

ねぎ・キャ

ベツ・ビー

ト・長芋等

総売上(万円) 7,000 1,500 6,150

産直EC販売品目
トマトジュー

ス

アスパラガ

ス
小豆

表5-1　事例概要

資料：聞き取り調査より筆者作成
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図5-1 販路の内訳（販売額ベース）

産直EC 自社EC
卸 レストラン・ホテル
スーパー 農協

資料：聞き取り調査より筆者作成
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2.  産 直 EC の位置付け と 産 直 EC 事 業 者 の 利 用状況  

 

 表 5-2 は各 生 産 者 の 経 営 に お け る 産 直 EC 事 業 の位置付け を示す。  

 生 産 者 X の 産 直 EC 事 業での 販 売 品 目はトマト ジュー スで、産 直 EC で

の 年間売上高は 200 万円（ 2021 年 ）、経 営全体 に占める比率は 2.9%であ

る。生 産 者 Y の 場 合、販 売 品 目はア スパラガス、年間売上高は 440 万

円、そ の 売上比率は 29.3%と ３ 事 例 の中では最も高い。生 産 者 Z の 販 売

品 目は小豆で、産 直 EC 事 業での 年間売上高は 150 万円、売上比率は

2.4%である。  

 生 産 者 X は原料トマト の高糖度、色味の濃さ、果汁の多さ による トマ

ト ジュー ス の高品質さ、生 産 者 Z は寒暖差と 有 機肥料利 用 による「甘

味」・「旨味」、生 産 者 Z は産地の豊かな自然環境という点で製 品 の 特 徴

を アピールし ている。  

 生 産 者 X の主要な販 売チャネルは自社 EC と卸売 業 者、生 産 者 Z は農

協である ため、産 直 EC 事 業からの収益は副収入 と位置付け ている。生

産 者 X・ Y の 産 直 EC 事 業での 販 売 品 目は保存 性 の高い製 品 （ それぞれト

マト ジュー ス、小豆）である ため、在庫が常に一定量を維持できるよう

に、販 売量に 合わせて 製 造量を調整 し ている。そ の ため、産 直 EC 販 売

に際し て 特段の工夫を講じる必要がなく、注文 に 応じて適宜出荷が可 能

である。  

 それに 対 し て、生 産 者 Y は産 直 EC を主要な収益源と し て おり、取り

扱い品 目もア スパラガス という生鮮農 産 物である ため、産 直 ECPF から

の急激な注文量の変動に 対 応 可 能な需給調整システム を必要と し てい

る。具体的には、需要予測をシミュレー ト し た上で営 農計画を策定 し、

収穫量も都度調整 す ることで、産 直 ECPF 経由の不安定な注文 に備えて

いる。また、需要予測と 実 販 売量と の乖離を吸収す るバッ ファと し て、

卸売 業 者やス ーパーへの 販 売チャネルを活用 し て おり、廃棄ロ ス を回避

し ている。  

次に、各 生 産 者 の 産 直 EC 売上高に占める 産 直 EC 事 業 者 a、 b、 c、 d

社別 の 販 売比率 を 図 5-2 に示す。なお、 2023 年 5 月時点、産 直 EC 市 場

に お け る 事 業 者 別シェアは a、 b、 c の順に高い。また、 d は総 合 フリマ

ア プリである ため、産 直 EC 市 場 に お け る正確なシェアは不明である。

図 5-2 を一見す る と、いま述べた 産 直 EC 事 業 者 の 市 場シェア の 序列

と、生 産 者ごと の 販 売比率は一致し ていない。つまり、生 産 者は販 売先

である 産 直 EC 事 業 者 を選択す る際、単純に そ の 市 場シェア に基づい
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て、具体的には高い市 場シェア を持つ事 業 者 を選んでいるわけでは必ず

しもない点がわかっ た。生 産 者 X は a で 50%、 b で 50％、生 産 者 Y は a

が 50%、 b が 10％、 c が 20％、 d が 20％である。生 産 者が複数の 産 直 EC

業 者 を選ぶ理由に、産 直 EC サイ ト に お け る ロ ッ ク イ ン 効 果 1 1がある。

消費者は一般的に 特 定 の 産 直 EC サイ ト のみを使う傾向にあり、他のサ

イ トへ利 用 を変更しない傾向にある。よっ て、生 産 者からすれば、複数

の 産 直 EC 業 者 を 利 用 し た方が、多くの消費者 に ア ク セ スできること に

なる。生 産 者 Z は調査時点では産 直 EC 事 業 者 b に て 販 売 を一元化し て

いるが、過去、事 業 者 a、 d の 利 用 経験があり、販 売不振を 理由に撤退

し た 経緯がある。  

  

 
1 1  ロ ッ ク イ ン 効 果は、ユ ー ザ ー に と っ て PF を変更す る コ ス トが大きい

ため、他の PF への変更を思いとどまらせる 効 果である。 PF 変更コ ス ト

とは、 PF 変更による操作性低下やソフ トウェア変更の ス イ ッチン グ コ

ス トなどである （佐々木 (2021)）。  

表5-2 産直EC事業詳細

事例名 X Y Z

販売品目 トマトジュースアスパラガス 小豆

販売品目作付規模 ハウス20棟 ハウス26棟 13ha

産直EC売上（万円） 200 440 150

産直EC売上比率（％） 2.9% 29.3% 2.4%

産直EC市場参入時期 2019年 2019年 2019年

位置付け 副収入 主要な収益源 副収入

資料：聞き取り調査より筆者作成
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図5-2 各生産者の産直EC売上における、

産直EC事業者別売上比率

a b c d

資料：聞き取り調査より筆者作成
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第 ４ 節  事例生 産 者 の 価 格 戦 略 とその 背 景  

 

1.  価 格 設 定 の考え方  

 

 表５―３は、各 生 産 者 の 価 格 設 定 の指標である。本 論 文 に お け る 価 格

設 定方式は、岩永編 (2012)の 分 類 によっ ている （岩永編 (2012)）。コ ス

ト重視型価 格 設 定方式はコ ス ト に基づいて 価 格 を 設 定 す る方式、需要重

視型価 格 設 定方式はコ ス ト を基礎と しながら需要に重点を おいて 価 格 を

設 定 す る方式である 1 2。  

 生 産 者 X は商品 を出品 後、商品 の 売れ行きを考慮しながら販 売 価 格 を

調整 す る需要重視型価 格 設 定方式 を採用 し ている。自社 EC 販 売 価 格 を

基準に、そこに 販 売手数料を加えた 価 格から販 売 を 開始し、価 格 を引き

下げつつ、結果的に現在 の 価 格へと収斂し た。  

 産 直 EC 事 業が主力 事 業である 生 産 者 Y は、生 産 コ ス ト を 事前に 求め

た上で、それに一定 の 利幅を上乗せし て 販 売 価 格 を決定 す る コ ス ト重視

型価 格 設 定方式 を採用 し ている。  

 生 産 者 Z もコ ス ト重視型価 格 設 定方式 に則っ ているが、そ の指標とな

る のは農協からの払い戻し 価 格 と梱包 ・出荷にかかる 自身の手間賃であ

っ た 1 3。生 産 者 Z は、農協に全量出荷し た商品から、一部を個人 と し て

買い戻し て 産 直 EC への出品 を行っ ている。農協から生 産 者 Z への払い

戻し 価 格はそ の都度、農協によっ て決定 され、ここに 利幅を加えたもの

が生 産 者 Z の商品 販 売 価 格 と し て 設 定 されている。  

 

 
1 2  価 格は、コ ス ト ・需要・競争の 状 況 に 応じて 設 定 される。示し た 価

格 設 定方式はこれらの ３要素の １つだけ に基づくのではなく、３要素に

基づきつつ、相対的にどの要素を重視 し ているかという観点での 分 類で

ある （岩永編（ 2012））。  

1 3  コ ス ト 重 視 形 価 格 設 定 ⽅ 式 に は 、 仕 ⼊ 原 価 を 基 礎 と す る 価 格 設 定 も
含 ま れ る 。 岩 永 編 (2012) 、 p. 80 を 参 照 。  
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表5-3　価格設定指標

事例名 X Y Z

プライシング

の分類

需要志向型価

格決定設定方

式

コスト重視型

価格設定方式

コスト重視型

価格設定方式

指標
各産直EC市場

価格

生産費用から

積み上げ

労賃＋買い戻

し価格

販売価格の調

整
有 無 無

資料：聞き取り調査より筆者作成
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2. 価 格 の水準  

 

 表 5-4 に 産 直 EC 事 業 者 各社の仲介手数料及び自社 EC 販 売 と 直接取引

1 4にかかる決済手数料を、表 5-5 に 各 生 産 者が採用 し た 実際の 販 売 価 格

（＝小 売 価 格 ）、表 5-6 に 各 生 産 者 の手取り価 格 を示し た。  

 表 5-4 による と、仲介手数料は b が 20%で最も高く、次に a、 c、 d の

順に低くなる。最も低い d の手数料は 3.4%である。自社 EC や直接取引

の決済手数料は 2〜 3%となっ ている。  

 需要重視型価 格決定法を採用 し た 生 産 者 X の最終的な価 格は、産 直

EC 事 業 者で異なっ ていることがわかる （表 5-5）。事 業 者 a で 2,900 円

に 対 し て b では 3,900 円である。事 業 者 a、 b 間の 販 売手数料にはほと

んど差がないにも関わらず、生 産 者 X は事 業 者 a に おいて、事 業 者 b や

自社 EC よりも低い価 格で販 売 し ている。これは主な収益源が他にある

ため、産 直 EC サイ トで価 格 を引き下げることで生じる 利益率 の低下を

受容できることが背 景 にある。実際に、表 5-6 で生 産 者 の手取り価 格 を

見る と、 a での手取り価 格は、 b や自社 EC と比べる とかなり低くなっ て

いる。  

また、生 産 者 Z が事 業 者 b で提示す る 価 格 （ 1,620 円）は、周辺地

域 ・同一品 種 の相場 と比較し ても低価 格であっ た 1 5。価 格が安い理由に

ついて、生 産 者 Z は、価 格 設 定 の考え方が払い戻し 価 格 （仕入原価 ） に

プ ラ ス される 自らの 労賃のみである ためと説明し ていた。大量に 生 産 さ

れる 小豆のごく一部を 産 直 EC サイ トで販 売 す ることで、可 能 になっ て

いる 価 格 設 定であろう。  

一方、生 産 者 Y は産 直 EC を 事 業 の中心的な収益源と し ている ため

に、生 産 コ ス ト に基づいた コ ス ト重視型価 格決定法を堅持し ている。販

売手数料が産 直 EC 事 業 者ごと に異なる ため、そ の手数料の高低の 序列

通りの 販 売 価 格 となっ ている。実際に、生 産 者 の手取り価 格は事 業 者間

でもチャネル間でもあまり差がなく（表 5-6）、概ね一定 の 利益率で商

品が販 売 されていることがわかっ た。  

 このように、生 産 者は各 経 営形態 の中で適切な利益率 ・ 販 売 価 格 を把

握し ているが、産 直 EC 以外 に主要販路を持つ生 産 者は、生 産 コ ス ト に

 
1 4  この 場 合 の 直接取引は、 PF や自社 EC サイ ト を 経由せず、消費者 と 生

産 者が直接的に連絡し て 着払いで決済す る取引方法を指す。  
1 5  同 じ 事 業 者 b の サ イ ト で 販 売 さ れ て い た 同 ⼀ 重 量 の ⼩ ⾖ 価 格 と の ⽐
較 で あ る 。 ⽣ 産 者 Z 以 外 は 2, 000 円 台 の 価 格 で あ っ た 。  



 104 

基づいた コ ス ト重視型価 格 設 定方式以外 の 価 格 設 定が可 能であり、比較

的安価な販 売 価 格 を 設 定できること を確認し た。  
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  表5-4　販売チャネル別手数料[%]

販売チャネル a b c d
自社

EC

直接

取引

仲介手数料 19.7 20 10 3.4 - -

決済手数料 - - - - 2〜3 2〜3

資料：聞き取り調査及び各社HPより筆者作成

注：１）仲介手数料は産直EC事業者へ支払われるもの、決

済手数料は決済サービス（クレジットカード、決済代行業

者等）へ支払われるものである。

表5-5　販売価格[円]

産直EC事業者 a b c d 自社EC 直接取引

生産者X 2,900 3,900 - - 3,900 -

生産者Y 2,980 2,980 2,780 2,400 2,400 -

生産者Z - 1,620 - - - 900

資料：聞き取り調査より筆者作成

注１：）網掛け箇所は＋送料（購入者負担）

　２：）商品ロットの単位は生産者X：トマトジュース×12本、生産者Y：

アスパラガス900g、生産者Z：小豆1kg

販売チャネル a b c d 自社EC 直接取引

生産者X 2,329 3,120 - - 3,803 -

生産者Y 2,393 2,384 2,502 2,318 2,340 -

生産者Z - 1,296 - - - 878

資料：聞き取り調査より筆者作成

注１：）自社EC・直接取引の決済手数料は2.5%で概算

  ２：）網掛け部は-送料（生産者負担）

表5-6　生産者の手取り価格[円]
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3.  産 直 ECPF チ ャ ネ ル の位置付け  

 

生 産 者 X・ Y に共通 す る点は、価 格が最も低いチャネルを消費者が選

択す るわけではないということである。表５―５ のように、生 産 者 X で

あれば自社 EC、生 産 者 Y であれば事 業 者 d あるいは自社 EC を 通 し て購

入 すれば販 売 価 格は最も安価 になるが、そうし たチャネルに消費者が集

中す る という事 態は起こっ ていない。各 産 直 EC に おいて 生 産 者は実名

で公表されて おり、サーチエ ン ジ ン等を 用いれば商品 価 格 の比較は容易

である。加えて、各 産 直 EC の 販 売ペー ジでは生 産 者 の SNS（ Facebook

や Twitter、 Instagramm、 Youtube など）が掲載されていることも一般

的であり、シー ムレス に 自社 EC へと到達す ることができる。しかしな

がら、産 直 EC を 通 し て獲得されたリピーター の多くは、同一の 産 直 EC

事 業 者 を 通 し て再度購入 す ること を選択す る 1 6。  

こうし た 産 直 EC 事 業 者 の顧客基盤構 造 を、各 生 産 者 とも認識し てい

る。そ の ため、経 営計画の 立案上、特 に懸念 されていることが産 直 EC

事 業 者 の 産 直 EC 事 業からの撤退であっ た。人的・ 金銭的コ ス ト を投入

し 特 定 の 産 直 ECPF に お け る顧客獲得競争に勝利 し た と し ても、サー ビ

スが終了しマーケッ ト 自 体が消滅し て しまう可 能 性は常に排除できな

い。過去、すでに さまざまな事 業 者が産 直 EC 事 業への参入 と撤退を繰

り返し ている （末永 ,2022）。そ の ため、生 産 者は現行の 産 直 EC 事 業 者

に 対 し ても継続性、発 展 性 を疑問 視 し、慎重に判断せざる を得ない。そ

の ため、自社 EC への誘導 と、自社 EC を 通じた継続的な販 売 を志向す る

こと となる。実際に、生 産 者 X は事 業 者 a に おいて最も安価な価 格 設 定

を行なっ ているが、これは事 業 者 a への出品 を広報・宣伝行為と位置付

け、損失を受忍し ていること に起因し ている。つまり、産 直 EC サイ ト

は自社の宣伝の 場 に すぎず、同サイ ト を 利 用 し た消費者 を 自社 E C サイ

トへ誘導 しようと 意 図 し ている。  

一方、生 産 者 Y は自社 EC の 販 売 価 格 を最も安価 に 設 定 す ることで、

産 直 EC 事 業 者から自社 EC への乗り換えを誘発 す る 戦 略 を取っ ている。  

生 産 者 Z は、事 業 者 b を 通じて 販 売 を行っ た顧客に 対 し て 直接取引

を打診し ているが、直接取引に お け る 販 売 価 格 を低く設 定 す ることで、

直接取引への誘因を行っ ている と言える。このように、各 生 産 者がと る

戦 略は経 営形態 によっ て多々であるが、自社 EC や直接取引など、産 直

 
1 6 これが注 2 で示し た ロ ッ ク イ ン 効 果 の現れである。  



 107 

EC 事 業 者 を 経由しない消費者への 直接販 売へ誘導 す ること を 目的と し

ている点は共通 し ている。  

以上のことから、生 産 者は産 直 EC 事 業 者への過度な依存 に慎重にな

らざる を得ず、可 能であれば自社 EC に誘導 す る イ ン セ ンティブを持

ち、そうし た 戦 略が実際に 価 格 にも反映されていることが明らかになっ

た。  

 

第 ５ 節  小 括  

 

 本 章 の 分 析 の結果は以下の と おりである。  

第 １ に現在急速に拡大 し ている 産 直 EC は市 場規模に 限 界がある と予

測されていること、ハレの日やコ ト消費と し て の嗜好品的性 格が強く、

従来の 市 場 内 流 通よりも高単価な商品が取り扱われる 市 場であること を

確認し た。また、産 直 ECPF は、一覧性 ・決済代行機 能 ・レーティ ン グ

機 能 ・ ト ラブル仲裁機 能 といっ た 生 産 者単独の 販 売では持ち得ない機 能

を 有 し ていることがわかっ た。  

第 ２ に、産 直 EC 市 場 に参入 し ている 事 例 生 産 者 の間では、売上高に

占める 産 直 EC 比率 に高低があり、特 に 産 直 EC への依存 度 の高い生 産 者

は多くの 産 直 EC 事 業 者 を 利 用 し ていることがわかっ た。  

第 ３ に 産 直 EC 市 場 に おいては、産 直 ECPF 以外 に主要な収益源を持

つ生 産 者は安価な販 売 価 格 を 設 定 可 能であること、産 直 ECPF に 立脚し

た 事 業 者も自社 EC への誘因を志向し ていること、産 直 EC 事 業 者 の撤退

が最大 のリス ク要因と し て捉えられていること、そ の ため生 産 者は自社

EC サイ トへの誘導 を志向し、それが価 格 に反映されていること を示し

た。  

産 直 EC 市 場 に お け る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、全国 に点在 す

る高品質農 産 物需要を一部吸収し、様々な経 営形態 の 生 産 者 に 対 し て 新

たな販路を提供す る という機 能 を持っ ている。しかしながら、ユ ー ザ ー

である 生 産 者から事 業 の永続性が信用 されて おらず、自社 EC 及び直接

取引への誘因を試みられて しまう。市 場全体 を 包 括できていないが故に

ガバナン スが機 能 し て おらず、流 通 金 額 の減少と顧客基盤の 流出を防止

できない点に 大きな限 界がある。  

 本 章で分 析 対象と し た 産 直 EC 市 場は 2020 年、 COVID-19 危機 に伴っ

て急速に拡大 し た。飲食店需要の喪失に苦しむ生 産 者 に 新 たな販路を提

供し たことで「日本 農 業 の救世主」とまで称される。ニッチ農 産 物 市 場

の 開拓、農村関係人口の増加、都市部児童・若年層に 対 す る 食育機 能



 108 

と、そ の企業的価値は枚挙に暇がない。しかし、生 産 者 に 着 目 し てみれ

ば、経 営維持と需給調整 の ためには農協や既 存 流 通 の 存 在が必要不可欠

であること に加えて、産 直 EC 事 業 者 を 経由し た 販 売 を 事 業 の主軸に据

える点に 経 営リス ク を感じて おり、現時点では産 直 EC チャネルは補完

的な位置付けである ということがわかっ た。  

また現在、産 直 EC 市 場 自 体が成長期 にあり事 業 者間のシェア獲得競

争が激化し ているが、こうし た不安定な市 場環境こそが生 産 者 の 価 格 戦

略 に影響を与えていることも本 章 を 通 し て判明し た。最終的に 市 場が成

熟し、寡占あるいは独占状 態で安定 し た 場 合、本 事 例 とは異なる競争原

理が働き、それに併せて 価 格 設 定方式も変化す るもの と思われる。  
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終 章  総 括 と 展 望  

 

第 １ 節  総 括  

 

 第 １ 章では、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 概 念 を 整 理 し、そ の 革 新

性 と ビ ジ ネ ス 展 開 の現状 を示し た。そ の上で、多数の 生 産 者 と多数の消

費者 に需給が分散されている 農 業 市 場は、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

が参入 す る条件をまさ に満た し ていること を明らかに し た。  

 第 ２ 章では、我が国 の 農 産 物 市 場、農 業 労 働 市 場が置かれている 状 況

を 整 理 し た上で、これらが抱える 課 題はオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に

よっ て、複合的に解決可 能であること を示し た。  

第 ３ 章では、農 業 労 働 市 場 に おいては、労 働 力供給が限 定的されて

おり労 働 力獲得競争が過剰である ため、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の

みで域 内 の 農 業 労 働 市 場全体 を 包 括 す ることが困難であり、そ のこと に

よる弊害が大きいということ を明らかに し た。一部農家の 利己的な行動

に 対抗できうる政治的ア クターは、農村各地に 存 在 す る地域 農協以外 に

なく、農協による 市 場監督機 能抜きにはオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 自

体が持続できない。そ の ため、我が国 の 農 業 労 働 市 場は今 後もこのよう

な形態での 発 展 を遂げる と思われる。  

 第 ４ 章では、農 産 物 市 場 のうちに ふ る さ と 納 税 という世界 にも類 を見

ないマーケッ トが成 立 しポータルサイ ト 各社がそ の商流 を独占し、自 治

体 に 対 し て強い価 格交渉力 を持つこと を明らかに し た。そ の上、供給量

の拡大 に伴っ て 農 産 物 の買取価 格が低下す る 市 場 構 造 となっ ている た

め、川上である 生 産 者 の 利潤を 今 後侵食 す る 可 能 性は十分 に考えられ

る。  

第 ５ 章では、農 産 物 の 産 直 オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 市 場 に おい

て、生 産 者はオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 販 売チャネルと し て活用 し

ながらも、市 場 の永続性 を信頼し ていないために、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム を介さない取引へと顧客を誘導 す る イ ン セ ンティブがあること

を明らかに し た。流 通 金 額 の多寡はプ ラ ッ ト フ ォ ーマー の収益性 に 直結

す る ため、現状 の ビ ジ ネ スモデルのままでは持続できるようには思われ

ない。  

 従来、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは、多数の供給者 と多数の需要者

を 直接マッチン グ しやすくす ることで、合 理的かつ効 率的な財の 分配を

実現す るものである と 理解されてきた。しかしながら分 析 の結果、我が

国 の 農 業 市 場 に おいては、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは生 産 者から公
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共財と し て 理解されて おり、コ ス ト負担が忌避されやすい傾向にある。

そ の ためオ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム単独ではビ ジ ネ ス と し て持続せ

ず、一過性 のチャネルと し て の 機 能 のみを 有 す ること になる。  

対 し て、農協や自 治 体 といっ た ア クターが取引に介在 し、オ ン ラ イ

ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と持続的な関係を 構築す ることで、初めて 市 場 と し

て 成 立 す ることが明らかになっ た。すなわち、農 業 市 場 に お け る オ ン ラ

イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムは単独では持続できないという限 界 を抱えてい

る。  

 

第 ２ 節  展 望  

 

 本 研 究で明らかになっ たように、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ーマー の 農

業 市 場への参入は既 存 の社会構 造 にあわせて 様々な形態 を と る。労 働 力

不足に代表される 農 業危機 を解決し、持続的な生 産基盤の 構築に向け

て、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ムが持つ利便性 を 農村、ひいては国民全

体が享受す る ために、今 後 の 研 究はさらに重要になるもの と思われる。  

 しかし現時点での見通 し と し て、既 存 流 通及び関連領 域 を一挙に 包 括

し、オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム によっ て 農 産 物 および農 業 労 働 の 市 場

構 造 を 合 理化し 生 産 性 を向上させる ためには、優れたマーケッ ト デ ザ イ

ン と イ ン セ ンティブ設計、関連事 業 者、農協関連団体及び農林水産省と

の綿密な調整 業務、日本 各地の 農村部へ普及させる ための 様々なマーケ

ティ ン グ施策が必要になる と考えられる。プ ラ ッ ト フ ォ ー ムから事 業 者

が得られる 利益がこれらの コ ス ト を上回るかどうかについては、詳細な

検討が今 後 求められる。採算が合わず民間に委託できない領 域なのであ

れば、持続的な農 業 生 産基盤を再構築す る ため、官主導 のもと、官民共

同の 農 業 DX 戦 略 を 実行し ていく必要があるだろう。  
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